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県有財産の売却計画及び利活用計画 

 
１ 趣旨 

県有財産は県民の貴重な財産であり、県の歳入を確保するため、本県にお

いては、従来から未利用財産の積極的な売却を行っているところである注１。 
県が平成 18 年３月に策定した静岡県行財政改革大綱実施計画（集中改革

プラン）において、歳入確保の一手段として「未利用財産の売却等」が掲げ

られていることから、今後更なる売却促進及び利活用を含めた積極的な県有

財産の有効活用を図る必要がある。 
また、平成 18 年７月７日に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針 2006」を踏まえ、総務省において「地方公共団体における

行政改革の更なる推進のための指針」を策定した（平成18年８月31日付け）。 

この指針のなかで、各地方公共団体は「未利用財産の売却促進や資産の有

効活用等を内容とする資産・債務改革の方向性と具体的な施策を３年以内に

策定すること」とされている。 

そのため、本県において、県有財産注２における未利用財産の売却計画及

び利活用計画を策定することとした。 
 

※（注１） 平成 10 年度から平成 19 年度までの売却処分実績 

売却処分実績 区分 

年度 件数 面積（㎡） 金額(千円) 

平成 10 年度 18 39,531.98 754,491 

平成 11 年度 21 55,311.69 568,622 

平成 12 年度 29 35,251.21 2,071,770 

平成 13 年度 33 18,824.18 776,671 

平成 14 年度 35 58,268.33 3,443,074 

平成 15 年度 21 16,356.11 693,809 

平成 16 年度 16 9,026.48 368,020 

平成 17 年度 18 36,831.15 1,121,688 

平成 18 年度 26 95,030.51 845,208 

平成 19 年度 20 19,156.13 1,023,274 

合 計 237 383,587.77 11,666,627 

※（注２） 本計画における「県有財産」とは、地方自治法第 238 条第１項に規定

されている「公有財産」のうち、行政財産及び普通財産の両方を対象

とした土地及び建物とする。 
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２ 未利用財産等処理の基本方針 

（１）土地が未利用となる場合 

県有施設の統廃合・移転・老朽化による解体撤去等のために、県有地

が未利用となる場合は、まず、県内部での利用を検討する。 
その結果、県での利用計画がない場合には、処分注３を検討する。 
処分の検討に当たっては、まず、未利用財産を市町村に積極的に情報

提供していくとともに、地元市町村やその他公共団体等からの公用・公

共用又は公益的な利用の要望を優先して処分し、さらに、利用要望のな

いものについては、一般競争入札により積極的に売却処分を行う。 
また、売却までに期間を要する財産や境界不調等により売却困難な財

産については、民間への一時貸付け等による有効活用を図る。 
 

※（注３） 「処分」とは、譲与、売却（減額譲渡を含む）、交換渡し及び解体撤

去（建物の場合のみ）を、総括したものとする。 
 
（２）建物が未利用となる場合 

県有施設の統廃合・移転・老朽化等のために、県有建物が未利用とな

る場合は、まず、耐震性等による使用継続の可否を検討し、使用に耐え

ない場合には、解体撤去を行う。 
使用継続が可能な場合には、概ね土地の場合と同様の処理を行ってい

くこととなるが、地元市町村やその他公共団体等からの利用要望がない

ものについて、原則解体撤去となるが、建物付きで土地を売却すること

が県にとって有利である場合には、一般競争入札による売却処分を行う。 
また、一部が未利用となる場合は、まず、県内部での利用を検討し、

県での利用計画がない場合には、市町村等による公用・公共用又は公益

的利用を目的とした使用許可（地方自治法第 238 条の４第７項の規定に

基づく行政財産の目的外使用許可をいう。以下同じ。）を検討し、市町村

等からの利用要望がないものについては、さらに、公募方式の使用許可

又は貸付け（営利目的の広告掲示を含む）（検討中）による有効活用を図

る。 
 
（３）新規県有施設を整備する場合等 

新規に県有施設を整備する場合等においては、ＰＦＩ、等価交換方式

等の活用を適宜検討する。 
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県有財産における未利用財産等の処理の基本的な流れ（概略図） 

 

既存の県有財産

未利用（土地） 一部未利用（建物） 

県内部での利用 県内部での利用 

公用・公共用又は公

益的利用を目的とし

た市町村等への処分 

入札による売却 

貸付け 

一時貸付け 一般定期借地権の設定 事業用定期借地権の設定 

等価交換方式 

貸付財産の買受勧奨 

随意契約・再入札 
による売却

普通借地権の設定

売却手法の多様化 
・宅地建物取引業者の媒

介による売却 
・インターネットを利用

した入札による売却

営利目的の広告掲示 

公募方式による 
使用許可又は貸付け 

新規県有施設等の必要

ＰＦＩ・等価交換

方式等の検討

施設の統廃合・移転・老朽化による解体撤去等

引続き県での利用 

引続き県での利用

一時貸付け 

市町村等への処分 

入札による売却 

入札不調 

一時貸付け 

一時貸付け 

処分までの 
期間が１年以上 

売却までの 
期間が１年以上 

利用開始までの 
期間が１年以上 

施設の統廃合・移転・老朽化等 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ

ＮＯ 

公用・公共用又は公益的

利用を目的とした、使用

する相手方が特定される

場合の使用許可 

未利用（建物）

耐震性等による 
使用継続の可否

解体撤去 

県内部での利用引続き県での利用

公用・公共用又は公

益的利用を目的とし

た市町村等への処分

一時貸付け ＹＥＳ

ＮＯ 

ＮＯ

建物付き土地での 
売却の有利性

入札による売却

貸付け

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

入札不調

解体撤去 
ＮＯ

利用開始までの

期間が１年以上

市町村等への処分

一時貸付け

ＹＥＳ

ＹＥＳ

処分までの 
期間が１年以上

ＮＯ

一時貸付け 普通（定期）借家権の設定 

未利用スペースが小さい 
入札制度の改善 

市町村等への 
使用許可

ＹＥＳ
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３ 利用状況調査及び実態調査 

（１）利用状況調査 

県有財産において現在未利用となっている財産及び今後未利用となる

予定の財産を洗い出すため、県有財産の利用状況調査を平成 19 年 10 月

に庁内各部局に照会し、実施した。 

その結果、土地において、平成 19 年度末現在で「現在未利用となって

いる財産及び今後５年以内（平成24年度まで）に未利用となる財産」として

把握できる財産は、次のとおりとなった（県有施設整備委員会注４で処分の

方向で検討することが示されていないものは除く。）。 

【表１】 

区  分 箇所数 面積（㎡） 

現在未利用となっている財産及び今後５年

以内（平成24年度まで）に未利用となる財産 
99 324,415.22

※上記財産の評価額が、今年度公表した貸借対照表上の「売却可能資

産」注５として反映されている。 

また、建物の一部が未利用となっている財産であって、概ね下記①か

ら③の条件を充たすものは、平成 20 年度に実施した追加財産調査の結果

も踏まえて、次のとおりとなった。 

①未利用部分の延床面積が概ね 50 ㎡以上である。 

②壁、パーテション等により周囲全てが区切られている一部屋全体が

未利用となっていて、当該部分の独立利用が可能である。 

   ③他者等に使用させるに当たり大規模な改修（特殊機器の除去等）が

不要である。 

【表２】建物の一部が未利用となっている財産 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
未利用部分の

延床面積（㎡）

１ 疾病対策室清水分室 静岡市 
清水区辻４丁目

４番 17 号 
286.21

２ 
島田土木事務所 

用宗分庁舎 
静岡市 

駿河区用宗１丁

目１０番１号 
190.40

３ 
島田土木事務所 

川根支所 
島田市 

川根町家山字ツ

ツジリ 1313-19 
187.38

４ 
中部健康福祉センタ

ー岡出山庁舎 
藤枝市 

岡出山２丁目 

２－25 
129.39

 



- 5 - 

※（注４） 県有施設（土地・建物）の効率的利用を図るため、全庁的に検討・調

整を行う組織として、「県有施設整備委員会」を昭和 57 年に設置し、

年２回程度開催している。 

※（注５） 総務省が策定した「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針」に基づく「地方公会計改革」を進めるための「公会計の整

備」の取り組みとして、本県においては、今年度に総務省方式改訂モ

デルを導入しており、同モデルにおける貸借対照表において、当該年

度末現在の「売却可能資産」を計上する必要がある。 
 

（２）実態調査 

上記（１）表１の財産である土地について、必要に応じて、売却のた

めの条件整備注６（接道要件、境界確定等）の具体的な状況を調査した。 

 

※（注６） 売却できるための前提となる「条件整備」とは、以下の事項が問題な

い状態にするものである。 
①接 道 要 件･･･建築基準法の接道要件を満たしているかどうか 
②境 界 確 定･･･境界が確定しているかどうか 
③形状不整形･･･土地の形状が三角地等不整形かどうか 
④面 積 狭 小･･･面積が 100 ㎡未満（不整形地については 150 ㎡未満）

かどうか 
⑤不 法 占 拠･･･当該地に不法占拠がないかどうか 
⑥混 在 地･･･国有地、市町村有地、民地等県有以外の土地が混在

していないかどうか 
⑦そ の 他･･･①～⑥以外で処分に当たっての問題があるかどうか 
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４ 概要 

（１）売却計画 

上記３（１）表１の財産である土地のうち、実態調査の結果等を踏ま

えて、以下の財産を除くものについて、平成 20 年度から平成 24 年度ま

で５ヶ年の売却計画を策定した。 

（対象除外財産） 

・条件整備の状況により平成 24 年度までの売却が困難と見込まれる

財産（無道路地、境界不調財産等） 

・譲与又は交換により処分する予定の財産 

・処分時期が平成 25 年度以降となる予定の財産 

まず、各対象財産を、利用（未利用）状況及び条件整備状況の現状に

応じた３つの区分に分類し、売却計画を策定した。 
各区分における対象財産の箇所数、面積及び売却見込額の合計は、次

のとおりである。 

区  分 箇所数 面積（㎡） 売却見込額（千円）

①条件整備完了済（平成20年

度完了見込を含む）の財産 
22 75,360.49 2,014,515

②現在未利用で、条件整備

のうえ売却する財産 
24 54,702.14 2,424,363

③今後５年以内（平成24年度

まで）に未利用となる財産 
27 169,691.62 7,767,668

合  計 73 299,754.25 12,206,546

さらに、各対象財産について、平成 20 年度から平成 24 年度までの間

における売却予定年度を設定した。 

各年度別の対象財産の箇所数、面積及び売却見込額の合計は、次のと

おりである。 

年 度 箇所数 面積（㎡） 売却見込額（千円） 

平成 20 年度 15 63,325.49 1,801,479

平成 21 年度 27 78,800.42 5,688,757

平成 22 年度 19 55,255.94 1,020,074

平成 23 年度 8 64,423.78 1,402,141

平成 24 年度 4 37,948.62 2,294,095

合  計 73 299,754.25 12,206,546

具体的な売却計画については、下記５で示すこととする。 
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（２）利活用計画 

未利用となる県有財産は、県での利用計画がない場合には、売却処分

を原則とするが、売却までに期間を要する財産や売却困難な財産につい

ては、貸付け（民間への一時貸付け、事業用定期借地権又は一般定期借

地権の設定等）、等価交換方式等の手法による有効活用を図る。 
売却計画の対象から除外した財産のみならず、売却計画の対象とした

財産についても、売却までに期間を要する場合等においては、利活用を

検討する。 
また、上記３（１）表２の財産のほか、建物の一部が未利用となる県

有財産は、県での利用計画がない場合には、市町村等による公用・公共

用又は公益的利用を目的とした使用許可を検討し、市町村等からの利用

要望がないものについては、さらに、公募方式の使用許可又は貸付け（営

利目的の広告掲示を含む）（検討中）等の手法による有効活用を図る。 
新しく県有施設を整備する場合等においては、ＰＦＩ、等価交換方式

等の活用を適宜検討する。 
各手法の具体的な内容については、下記６で示すこととする。 
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５ 売却計画 

（１）期間 

今年度公表した貸借対照表上の「売却可能資産」は平成 19 年度末現在

のものが計上され、また、県有施設整備委員会において今後５年以内に

未利用となるものを審議案件としていることから、平成 20 年度から平成

24 年度までの５ヶ年計画とした。 

 

（２）対象財産 

平成 19 年度末現在で未利用となっている財産及び今後５年以内（平成

24 年度までに）に未利用となることが予定されている財産である土地の

うち、実態調査の結果等を踏まえて、以下の財産を除くものとした。 

（対象除外財産） 

・条件整備の状況により平成 24 年度までの売却が困難と見込まれる

財産（無道路地、境界不調財産等） 

・譲与又は交換により処分する予定の財産 

・処分時期が平成 25 年度以降となる予定の財産 

 

（３）売却見込額の算出方法（財産の評価方法） 

本計画における土地の売却見込額は、固定資産税評価額を 0.7 で割り

戻した額を基本とするが、不動産鑑定士による鑑定評価額又は仮鑑定評

価額がある場合には、当該評価額に基づくものとした。 

ただし、実際に土地を売却するに当たっては、原則として、不動産鑑

定士による鑑定評価額に基づいた額となる。 
また、未利用となる建物は解体撤去をし、更地により土地を売却する

ことが原則となるため、建物を本計画の対象財産としていない。 
ただし、県にとって有利である場合には、建物付きで土地を売却する

場合もあり、その場合には、不動産鑑定士による建物付き土地の評価額

に基づいた額となる。 

 

（４）区分別の売却計画 

まず、各対象財産を、利用（未利用）状況及び条件整備状況の現状に

応じた次の３つの区分に分類し、売却計画を策定している。 

① 条件整備完了済（平成 20 年度完了見込を含む）の財産 

② 現在未利用で、条件整備のうえ売却する財産 
③ 今後５年以内（平成 24 年度まで）に未利用となる財産 

この３つの各区分における対象財産の箇所数、面積及び売却見込額の
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合計は、次のとおりである。 

区  分 箇所数 面積（㎡） 売却見込額（千円）

① 条件整備完了済（平成20年

度完了見込を含む）の財産
22 75,360.49 2,014,515

② 現在未利用で、条件整備

のうえ売却する財産 
24 54,702.14 2,424,363

③ 今後５年以内（平成24年度

まで）に未利用となる財産 
27 169,691.62 7,767,668

合  計 73 299,754.25 12,206,546

   各区分別の売却計画財産一覧は、下記（６）で示すこととする。 
 

（５）年度別の売却計画 

さらに、各対象財産について、平成 20 年度から平成 24 年度までの間

における売却予定年度を設定した売却計画を策定している。 

各年度別の対象財産の箇所数、面積及び売却見込額の合計は、次のと

おりである。 

年 度 箇所数 面積（㎡） 売却見込額（千円） 

平成 20 年度 15 63,325.49 1,801,479

平成 21 年度 27 78,800.42 5,688,757

平成 22 年度 19 55,255.94 1,020,074

平成 23 年度 8 64,423.78 1,402,141

平成 24 年度 4 37,948.62 2,294,095

合  計 73 299,754.25 12,206,546

   各年度別の売却計画財産一覧は、下記（７）で示すこととする。 
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（６）各区分別の売却計画財産一覧 

①条件整備完了済（平成 20 年度完了見込を含む）の財産 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

売却

年度

１ 
静岡高等学校職員
住宅 

静岡市 
葵区城北２丁目 
６１１-１、６１２-１

232.68 29,300 H20

２ 
静岡県警察本部春
日町公舎 

静岡市 
葵区春日町 
３丁目１３番地の５

327.94 50,200 H20

３ 県営住宅駒形団地 静岡市 葵区駒形通４丁目１２ 662.03 123,636 H22

４ 静岡県漁民会館 静岡市 
清水区島崎町 
１６１番の１６ 

1,931.31 49,600 H20

５ 
静岡土木事務所上
原職員公舎 

静岡市 
清水区有度本町 
３-１９ 

194.55 25,500 H20

６ 
旧静岡南高等学校
校長住宅 

静岡市 
駿河区大谷字井庄ノ
谷３８００-３２８ 

341.67 17,400 H21

７ 
静岡県警察本部石
田２丁目公舎 

静岡市 
駿河区石田 
２丁目３８５-４３ 

167.09 23,800 H20

８ 浜松学園元施設 浜松市 北区豊岡町４１番地 11,902.20 338,000 H20

９ 浜松学園公舎 浜松市 
北区豊岡町 
２２番地の２ 

1,619.36 70,000 H20

10 
西部農林事務所職
員住宅 

浜松市 
浜北区於呂 
３３２６番地の６ 

1,618.43 54,000 H20

11 県営住宅遠州浜団地 浜松市 南区遠州浜３丁目１ 15,286.28 513,051 H20

12 
沼津土木事務所緑
町公舎 

三島市 緑町７９番３ 261.14 34,000 H20

13 
高等農業学園 元
施設 

富士宮市 原２４８３ 1,703.87 3,500 H20

14 
水産技術研究所伊
豆分場伊東分室 

伊東市 
川奈字向山 
６６１番地の１６ 

198.74 8,128 H20

15 
旧島田警察署横岡
駐在所 

島田市 横岡３１２の３ 147.33 4,900 H21

16 旧磐田学園実習場 磐田市 西貝塚３５７７-１ 293.67 11,900 H21

17 
藤枝警察署 旧署
長公舎 

藤枝市 
本町 
３丁目３８１-２ 

255.40 14,500 H20

18 
旧沼津警察署旧岩
波警察官駐在所 

裾野市 
御宿字小鍋沢上 
１１１２番地の５ 

330.98 17,900 H20

19 旧小笠哺乳場 菊川市 友田３９６-２ 8,800.11 11,900 H21

20 
空港関連代替地（坂
口集団移転地） 

牧之原市
坂口字池ノ谷 
２０９０番２１ 

812.83 19,400 H21

21 
空港関連代替地（坂
口集団移転地） 

牧之原市
坂口字池ノ谷 
２０９０番２５ 

977.36 23,900 H21

22 
大井川廃川敷（吉
田町川尻地先） 

吉田町 
川尻字草ボタ東 
４０３６-２ 

27,295.52 570,000 H20

（注）所在地は、住居表示又は所在地番となっている（以下同じ）。 
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②現在未利用で、条件整備のうえ売却する財産 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

売却

年度

１ 
静岡県警察本部春
日町公舎 

静岡市 
葵区春日町 
３丁目１３番地の３

346.80 56,405 H22

２ 
引佐高等学校南部
農場 

浜松市 
北区引佐町金指 
１４９７-５ 

642.00 23,539 H22

３ 浜松泉職員公舎 浜松市 
中区泉１丁目 
８３７-２７５ 

2,482.47 149,487 H21

４ 
旧浜松西伊場職員
公舎 

浜松市 
中区西伊場町 
２２４２-２０ 

1,921.25 145,100 H21

５ 浜松地区教職員住宅 浜松市 
西区大人見町字向イ
山１２番地６５６ 

178.00 8,779 H22

６ 
森林・林業研究セ
ンター１号公舎 

浜松市 
浜北区根堅字向野 
２５３０-３０ 

323.15 8,996 H21

７ 県営住宅遠州浜団地 浜松市 南区遠州浜３丁目１ 20,730.81 695,785 H24

８ 沼津大岡職員公舎 沼津市 泉町４０８２番２ 4,303.72 384,064 H21

９ 
沼津東高等学校校
長住宅 

沼津市 岡宮７９６番地の３ 397.01 38,907 H24

10 
熱海警察署緑ガ丘
公舎 

熱海市 
緑ガ丘町 
１７５７-５４ 

200.00 10,543 H22

11 
三島警察署谷田東
富士見職員公舎 

三島市 
谷田字五万坂 
１１５９の１１０ 

746.30 63,751 H22

12 
富士土木事務所職
員公舎 

富士市 
松岡字船場 
１７９０-７他 

481.11 37,939 H22

13 富士警察署次長公舎 富士市 
中央町３丁目 
４４８番地の４ 

297.25 21,529 H22

14 
旧茶業試験場富士
分場 

富士市 石坂３１７ 14,498.47 449,500 H21

15 
旧農業試験場高冷
地分場 

御殿場市
御殿場字ハツコサワ
２４７番地の１ 

1,668.00 66,800 H21

16 下田柿崎職員公舎 下田市 柿崎３０８-１-１ 1,409.42 54,698 H23

17 
静岡県下田土木事
務所武ケ浜公舎 

下田市 武ケ浜８７０-３３ 146.10 5,612 H22

18 
下田北高等学校校
長住宅 

下田市 
河内諏訪 
８６３番地の３ 

449.48 9,097 H21

19 
障害者保養所北狩
野荘 

伊豆市 牧之郷字寺中１１４ 924.64 64,111 H22

20 
沼津土木事務所土
肥支所 

伊豆市 
土肥町字大薮 
２１２-２ 

1,000.00 70,091 H23

21 菊川警察署署長公舎 菊川市 加茂２４２９番地の１ 338.64 15,824 H21

22 
稲取高等学校校長
住宅 

東伊豆町
稲取 
３０３１-２９１ 

330.61 13,720 H21

23 
松崎町桜田校長・
教職員住宅 

松崎町 桜田４７-６ 264.83 12,286 H22

24 新居地区教職員住宅 新居町 
新居字橋向 
２４２５番地１ 

622.08 17,800 H21
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③今後５年以内（平成24年度まで）に未利用となる財産 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

売却

年度

１ 静岡工業高等学校 静岡市 葵区太田町２４番地 30,299.92 3,787,500 H21

２ 
清水工業高等学校高
橋教職員集団住宅 

静岡市 
清水区高橋 
１丁目７-５０ 

397.69 37,957 H22

３ 清水工業高等学校 静岡市 清水区八坂東１-１６-１ 16,056.00 1,537,981 H24

４ 
静岡県警察本部石
田２丁目公舎 

静岡市 
駿河区石田 
２丁目３８５-３４ 

178.94 25,400 H21

５ 
細江警察署小野第
一公舎 

浜松市 
北区細江町小野 
２９７番地の４ 

670.88 27,076 H21

６ 旧浜松合同庁舎 浜松市 北区初生町９９７-１ 9,142.27 401,411 H23

７ 
果樹研究センター
西遠圃場 

浜松市 
北区三ヶ日町釣 
４０７ 

38,391.04 235,776 H22

８ 
浜松土木事務所細
江支所 

浜松市 
北区細江町小野 
３００の５ 

1,000.00 40,844 H23

９ 
春野高等学校職員
住宅 

浜松市 
天竜区春野町堀之内
２１０番地の２ 

357.02 4,498 H22

10 
佐久間地区教職員
住宅 

浜松市 
天竜区佐久間町中部
５１４ 

763.00 9,919 H22

11 
天竜土木事務所春
野支所 

浜松市 
天竜区春野町宮川字
下高瀬１４４５-１他

3,303.92 30,132 H23

12 熱海警察署侍機宿舎 熱海市 緑ガ丘町１７５７-７７ 1,200.00 38,693 H22

13 東部食肉衛生検査所 三島市 新谷４６番１３号 595.04 53,137 H21

14 
富士宮北高等学校富
士見ケ丘職員住宅 

富士宮市 富士見ケ丘５７５ 852.89 42,231 H21

15 
島田警察署署長公
舎（旧） 

島田市 中央町１０番の５ 442.99 37,926 H21

16 島田警察署金谷町交番 島田市 金谷河原３５９の２外 348.21 18,564 H23

17 
中遠農林事務所防
疫担当所元施設 

掛川市 下俣１３４-１ 2,963.12 98,400 H21

18 
藤枝東高等学校職
員住宅（五十海） 

藤枝市 
五十海 
１丁目１６番２５号

618.61 37,806 H21

19 藤枝西高等学校 藤枝市 時ヶ谷３９４-６ 1,059.72 59,042 H21

20 
静岡県警察本部警
察学校長公舎 

藤枝市 
大手 
２丁目２０６-２他 

342.04 19,355 H21

21 下田南高等学校 下田市 ６丁目４番１号 19,997.56 742,000 H23

22 
東部健康福祉センタ
ー修善寺支所 庁舎 

伊豆市 
小立野字下山根通 
２４番地の１ 

4,094.00 228,656 H22

23 
農林技術研究所海
岸砂地圃場 

御前崎市
合戸字海岸 
４４３３番地 

28,222.40 44,401 H23

24 相良高校教職員住宅 牧之原市 波津１丁目１２１番地 348.17 15,329 H22

25 
中部健康福祉セン
ター榛原分庁舎 

牧之原市
静波 
２１２８番地の１ 

2,465.43 151,096 H21

26 
農技研伊豆南伊豆
圃場 

南伊豆町
上賀茂字落合 
２７８番地の２ 

4,815.96 21,116 H22

27 
周智高等学校教職
員住宅 

森町 
森字一藤 
２３２７-１ 

764.80 21,422 H24
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（７）各年度別の売却計画財産一覧 

①平成 20 年度 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

区分

（注）

１ 
静岡高等学校職員
住宅 

静岡市 
葵区城北２丁目 
６１１-１、６１２-１

232.68 29,300 ① 

２ 
静岡県警察本部春
日町公舎 

静岡市 
葵区春日町 
３丁目１３番地の５

327.94 50,200 ① 

３ 静岡県漁民会館 静岡市 
清水区島崎町 
１６１番の１６ 

1,931.31 49,600 ① 

４ 
静岡土木事務所上
原職員公舎 

静岡市 
清水区有度本町 
３-１９ 

194.55 25,500 ① 

５ 
静岡県警察本部石
田２丁目公舎 

静岡市 
駿河区石田 
２丁目３８５-４３ 

167.09 23,800 ① 
６ 浜松学園元施設 浜松市 北区豊岡町４１番地 11,902.20 338,000 ① 
７ 浜松学園公舎 浜松市 

北区豊岡町 
２２番地の２ 

1,619.36 70,000 ① 

８ 
西部農林事務所職
員住宅 

浜松市 
浜北区於呂 
３３２６番地の６ 

1,618.43 54,000 ① 
９ 県営住宅遠州浜団地 浜松市 南区遠州浜３丁目１ 15,286.28 513,051 ① 
10 

沼津土木事務所緑
町公舎 

三島市 緑町７９番３ 261.14 34,000 ① 

11 
高等農業学園 元
施設 

富士宮市 原２４８３ 1,703.87 3,500 ① 

12 
水産技術研究所伊
豆分場伊東分室 

伊東市 
川奈字向山 
６６１番地の１６ 

198.74 8,128 ① 

13 
藤枝警察署 旧署
長公舎 

藤枝市 
本町 
３丁目３８１-２ 

255.40 14,500 ① 

14 
旧沼津警察署旧岩
波警察官駐在所 

裾野市 
御宿字小鍋沢上 
１１１２番地の５ 

330.98 17,900 ① 

15 
大井川廃川敷（吉
田町川尻地先） 

吉田町 
川尻字草ボタ東 
４０３６-２ 

27,295.52 570,000 ① 
（注）①条件整備完了済（平成 20 年度完了見込を含む）の財産 

   ②現在未利用で、条件整備のうえ売却する財産 

   ③今後５年以内（平成 24 年度まで）に未利用となる財産 

 



- 14 - 

②平成 21 年度 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

区分

（注）

１ 静岡工業高等学校 静岡市 葵区太田町２４番地 30,299.92 3,787,500 ③ 

２ 
旧静岡南高等学校
校長住宅 

静岡市 
駿河区大谷字井庄ノ
谷３８００-３２８ 

341.67 17,400 ① 

３ 
静岡県警察本部石
田２丁目公舎 

静岡市 
駿河区石田 
２丁目３８５-３４ 

178.94 25,400 ③ 

４ 
細江警察署小野第
一公舎 

浜松市 
北区細江町小野 
２９７番地の４ 

670.88 27,076 ③ 

５ 浜松泉職員公舎 浜松市 
中区泉１丁目 
８３７-２７５ 

2,482.47 149,487 ② 

６ 
旧浜松西伊場職員
公舎 

浜松市 
中区西伊場町 
２２４２-２０ 

1,921.25 145,100 ② 

７ 
森林・林業研究セ
ンター１号公舎 

浜松市 
浜北区根堅字向野 
２５３０-３０ 

323.15 8,996 ② 

８ 沼津大岡職員公舎 沼津市 泉町４０８２番２ 4,303.72 384,064 ② 

９ 東部食肉衛生検査所 三島市 新谷４６番１３号 595.04 53,137 ③ 

10 
富士宮北高等学校富
士見ケ丘職員住宅 

富士宮市 富士見ケ丘５７５ 852.89 42,231 ③ 

11 島田警察署署長公舎（旧） 島田市 中央町１０番の５ 442.99 37,926 ③ 

12 旧島田警察署横岡駐在所 島田市 横岡３１２の３ 147.33 4,900 ① 

13 旧磐田学園実習場 磐田市 西貝塚３５７７-１ 293.67 11,900 ① 

14 旧茶業試験場富士分場 富士市 石坂３１７ 14,498.47 449,500 ② 

15 
中遠農林事務所防
疫担当所元施設 

掛川市 下俣１３４-１ 2,963.12 98,400 ③ 

16 
藤枝東高等学校職
員住宅（五十海） 

藤枝市 
五十海 
１丁目１６番２５号

618.61 37,806 ③ 

17 藤枝西高等学校 藤枝市 時ヶ谷３９４-６ 1,059.72 59,042 ③ 

18 
静岡県警察本部警
察学校長公舎 

藤枝市 
大手 
２丁目２０６-２他 

342.04 19,355 ③ 

19 
旧農業試験場高冷
地分場 

御殿場市
御殿場字ハツコサワ
２４７番地の１ 

1,668.00 66,800 ② 

20 
下田北高等学校校
長住宅 

下田市 
河内諏訪 
８６３番地の３ 

449.48 9,097 ② 

21 旧小笠哺乳場 菊川市 友田３９６-２ 8,800.11 11,900 ① 

22 菊川警察署署長公舎 菊川市 加茂２４２９番地の１ 338.64 15,824 ② 

23 
空港関連代替地（坂
口集団移転地） 

牧之原市
坂口字池ノ谷 
２０９０番２１ 

812.83 19,400 ① 

24 
空港関連代替地（坂
口集団移転地） 

牧之原市
坂口字池ノ谷 
２０９０番２５ 

977.36 23,900 ① 

25 
中部健康福祉セン
ター榛原分庁舎 

牧之原市
静波 
２１２８番地の１ 

2,465.43 151,096 ③ 

26 稲取高等学校校長住宅 東伊豆町 稲取３０３１-２９１ 330.61 13,720 ② 

27 新居地区教職員住宅 新居町 新居字橋向２４２５番地１ 622.08 17,800 ② 

（注）①条件整備完了済（平成 20 年度完了見込を含む）の財産 

   ②現在未利用で、条件整備のうえ売却する財産 

   ③今後５年以内（平成 24 年度まで）に未利用となる財産 
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③平成 22 年度 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

区分

（注）

１ 
静岡県警察本部春
日町公舎 

静岡市 
葵区春日町 
３丁目１３番地の３

346.80 56,405 ② 

２ 県営住宅駒形団地 静岡市 葵区駒形通４丁目１２ 662.03 123,636 ① 
３ 

清水工業高等学校高
橋教職員集団住宅 

静岡市 
清水区高橋 
１丁目７-５０ 

397.69 37,957 ③ 

４ 
引佐高等学校南部
農場 

浜松市 
北区引佐町金指 
１４９７-５ 

642.00 23,539 ② 

５ 
果樹研究センター
西遠圃場 

浜松市 
北区三ヶ日町釣 
４０７ 

38,391.04 235,776 ③ 

６ 
春野高等学校職員
住宅 

浜松市 
天竜区春野町堀之内
２１０番地の２ 

357.02 4,498 ③ 

７ 
佐久間地区教職員
住宅 

浜松市 
天竜区佐久間町中部
５１４ 

763.00 9,919 ③ 

８ 浜松地区教職員住宅 浜松市 
西区大人見町字向イ
山１２番地６５６ 

178.00 8,779 ② 

９ 
熱海警察署緑ガ丘
公舎 

熱海市 
緑ガ丘町 
１７５７-５４ 

200.00 10,543 ② 

10 熱海警察署侍機宿舎 熱海市 緑ガ丘町１７５７-７７ 1,200.00 38,693 ③ 

11 
三島警察署谷田東
富士見職員公舎 

三島市 
谷田字五万坂 
１１５９の１１０ 

746.30 63,751 ② 

12 
富士土木事務所職
員公舎 

富士市 
松岡字船場 
１７９０-７他 

481.11 37,939 ② 

13 富士警察署次長公舎 富士市 
中央町３丁目 
４４８番地の４ 

297.25 21,529 ② 

14 
静岡県下田土木事
務所武ケ浜公舎 

下田市 武ケ浜８７０-３３ 146.10 5,612 ② 

15 
障害者保養所北狩
野荘 

伊豆市 牧之郷字寺中１１４ 924.64 64,111 ② 

16 
東部健康福祉センタ
ー修善寺支所 庁舎 

伊豆市 
小立野字下山根通 
２４番地の１ 

4,094.00 228,656 ③ 

17 相良高校教職員住宅 牧之原市 波津１丁目１２１番地 348.17 15,329 ③ 

18 
農技研伊豆南伊豆
圃場 

南伊豆町
上賀茂字落合 
２７８番地の２ 

4,815.96 21,116 ③ 

19 
松崎町桜田校長・
教職員住宅 

松崎町 桜田４７-６ 264.83 12,286 ② 

（注）①条件整備完了済（平成 20 年度完了見込を含む）の財産 

   ②現在未利用で、条件整備のうえ売却する財産 

   ③今後５年以内（平成 24 年度まで）に未利用となる財産 
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④平成 23 年度 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

区分

（注）

１ 旧浜松合同庁舎 浜松市 北区初生町９９７-１ 9,142.27 401,411 ③ 

２ 
浜松土木事務所細
江支所 

浜松市 
北区細江町小野 
３００の５ 

1,000.00 40,844 ③ 

３ 
天竜土木事務所春
野支所 

浜松市 
天竜区春野町宮川字
下高瀬１４４５-１他

3,303.92 30,132 ③ 

４ 島田警察署金谷町交番 島田市 金谷河原３５９の２外 348.21 18,564 ③ 

５ 下田柿崎職員公舎 下田市 柿崎３０８-１-１ 1,409.42 54,698 ② 

６ 下田南高等学校 下田市 ６丁目４番１号 19,997.56 742,000 ③ 

７ 
沼津土木事務所土
肥支所 

伊豆市 
土肥町字大薮 
２１２-２ 

1,000.00 70,091 ② 

８ 
農林技術研究所海
岸砂地圃場 

御前崎市
合戸字海岸 
４４３３番地 

28,222.40 44,401 ③ 

（注）①条件整備完了済（平成 20 年度完了見込を含む）の財産 

   ②現在未利用で、条件整備のうえ売却する財産 

   ③今後５年以内（平成 24 年度まで）に未利用となる財産 
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⑤平成 24 年度 

所在地 
番号 名称 

（口座名） 市町村名 字名・地番等 
面積 

（㎡） 
売却見込額

（千円）

区分

（注）

１ 清水工業高等学校 静岡市 清水区八坂東１-１６-１ 16,056.00 1,537,981 ③ 

２ 県営住宅遠州浜団地 浜松市 南区遠州浜３丁目１ 20,730.81 695,785 ② 

３ 沼津東高等学校校長住宅 沼津市 岡宮７９６番地の３ 397.01 38,907 ② 

４ 
周智高等学校教職
員住宅 

森町 
森字一藤 
２３２７-１ 

764.80 21,422 ③ 

（注）①条件整備完了済（平成 20 年度完了見込を含む）の財産 

   ②現在未利用で、条件整備のうえ売却する財産 

   ③今後５年以内（平成 24 年度まで）に未利用となる財産 
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（８）留意事項 

次に掲げる要因等により、本計画で示した売却見込額は、あくまでも

計画額であって、確実に歳入できる見込額ではないことに留意する必要

がある。 
・原則として更地で時価により売却することを想定したものであり、

公共減額等を見込んでいない。また、県にとって有利である場合に

は、建物付きで土地を売却する場合もある。 
・測量、境界確定等条件整備未了の財産がある。 
・不動産市況の変化等により、入札等を行っても買受けを希望する者

がいない場合がある。 
・今後時価が大幅に変動する可能性がある。 
・売却見込額は基本的には固定資産税評価額に基づき算出した額であ

るが、実際に売却するに当たっては、不動産鑑定士による鑑定評価

額に基づいた額となる。 
・処分方針が変更され、県内部で利用を継続する場合等がある。 

また、上記２（１）で示したとおり、処分する場合には、地元市町村

やその他公共団体等からの公用・公共用又は公益的な利用の要望を優先

して処分し、さらに、利用要望のないものについては、一般競争入札に

より売却処分を行うことになる。 
 
（９）入札制度の改善等 

未利用財産は、できる限り早い段階から、市町村に積極的に情報提供

していくものとする。 
また、一般競争入札による売却処分を促進するためには､県民が参加し

やすい入札制度にする必要があり、他県の事例等も参考にしながら、次

の事項について改善を行っている。 
なお、平成 10 年度から一般競争入札による売却処分を実施しており、

その実施に係る手続き等を定めた要領として、「公有財産の一般競争入札

による売払い実施要領」を平成 11 年７月 21 日に制定・施行している。 
 

①入札物件の参考価格の公表 

参考価格（周辺の地価公示価格や取引価格等を参考に算出）を公表す

ることにより、土地の専門知識を持たない一般県民も入札に参加しやす

くしている｡ 
 

②入札の広報の充実 

従来の県民だより･市町村広報紙･新聞広告・不動産専門誌への掲載、
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宅地建物取引業者への情報提供、現地立看板の設置の他に、県のホーム

ページへの掲載等により県民へのＰＲを図っている｡ 
 

③入札保証金の定額制導入 

入札保証金（入札終了後返還）を定額とすることにより、入札参加者

の金銭的負担を軽減し、一般県民が入札に参加しやすくしている｡ 
（入札金額の５％以上の現金納付 

→ 不動産の処分は公告で示し事前納付） 
  ※500 ㎡以上かつ 5,000 万円以上は入札執行伺で決定 

  ※それ以外は 30 万円 

 
④契約締結及び契約保証金納付期限の延長 

落札者の契約締結及び契約保証金納付の期限を延長することにより、

住宅ローン等の融資を受けて入札物件の取得を希望する県民が入札に参

加しやすくしている｡ 
   （落札日から７日以内 → 14 日以内） 

 
（10）売却手法の多様化 

一般競争入札を実施しても入札不調となった財産については、新たな

売却手法の導入等により、売却の一層の促進を図る。 
 
①入札不調財産の随意契約による売却 

「入札不調財産の随意契約による売払い実施要領」を平成 11 年７月 

21 日に制定・施行し、入札不調となった財産を随意契約により売却する

ことが可能となっており、予定価格（落札者が契約を締結しなかった入

札対象財産については落札価格）以上の見積金額を最初に提示した者に

売却を行っている。 
なお、これまでは、入札不調財産の随意契約可能期間を入札実施年度

内としていたが、未利用財産の売却を促進するため、平成 18 年度から、

この期間を最長１年に延長できることとしている。 

 
②宅地建物取引業者の媒介による売却 

入札不調となったため、随意契約により売却する財産を対象として、

（社）静岡県宅地建物取引業協会及び（社）全日本不動産協会静岡県本

部と平成 19 年９月に協定を締結し、宅地建物取引業者の媒介により売却

する手法を導入している。 
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③インターネットを利用して行う一般競争入札による売却 

入札不調となり、かつ、宅地建物取引業者の媒介によっても売却でき

なかった財産を対象として、インターネットを利用して行う一般競争入

札により売却する手法について導入の検討を進めている。 

 

（11）貸付財産の買受勧奨 

  ①概要 
・貸付けは、貸付中の財産についても県は管理責任を負い、かつ、貸付

けに伴う事務負担が生じることから、売却処分と比べて有利な方法と

は言い難い。 
・そのため、貸付けが長期化している県有財産について、これまでも賃

借人に対して随時買受勧奨を行っているところであるが、これまで以

上に積極的な買受勧奨を行い、売却処分を促進する。 

・市町村に対して貸し付けしている場合においても、積極的な買受勧奨

を行い、県が当該市町村から借り受けしている財産がある場合には、

県の担当部局と協議のうえ、売却処分のみならず、交換渡しによる処

分等を検討する。 
②想定財産 
・貸付けが長期化している県有財産 

③想定される用途 
・基本的には従前の貸付用途を継続 

④メリット 
・県が管理することに伴う事務負担が少なくなる。 
・貸付料滞納のリスクが減少する。 

⑤留意点 
・測量、境界確定、必要に応じて分筆等の条件整備が必要である。 
・賃借人との交渉が必要となる。 

⑥想定スキーム（土地を売却する場合） 
【主たる手続き】 

Ⅰ 測量、境界確定等の条件整備 
Ⅱ 賃借人への説明・賃借人との交渉 
Ⅲ 借地契約の解除・売買契約の締結 
Ⅳ 売却代金の納付 
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【スキーム図】 
 
 
 
 
 
 
⑦実績・検討状況等 

・これまでも賃借人に対して随時買受勧奨を行い、その結果貸付財産を

売却処分しているものがあるが、これまで以上に積極的な買受勧奨を

行う。 

・まずは、売却できるための前提となる測量、境界確定等の条件整備を

進めることとする。 

 

借地契約解除 売却代金

賃借人 

県 

土地の売却 
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６ 利活用計画 

（１）対象財産 

未利用となる県有財産は、県での利用計画がない場合には、売却処分

を原則とするが、売却までに期間を要するものや売却困難なもの、建物

の一部が未利用となる財産等については、次の（３）から（10）までに

掲げる手法の実施により、積極的な有効活用を図る。 
売却計画の対象から除外した財産のみならず、売却計画の対象とした

財産についても、売却までに期間を要する場合等においては、利活用を

検討する。 
 
（２）利活用の基本方針 

①土地を利活用する場合 

ア 借地借家法の検討 

利活用の手法として、大部分は貸付けの手法を検討することとなる。 

建物の所有を目的とした土地の貸付けの場合、借地契約を締結すると、

通常借地借家法上普通借地権を設定したこととなるが、この借地権は、 

Ⅰ 最低限 30 年の存続期間を保障（借地借家法第３条）しつつ、期

間終了時に一定の要件のもとにさらに更新期間の上積みを認め

る（同法第４条から第６条）という継続性保障の構造が付与され

ていること、 

Ⅱ 存続期間中に建物が再築されたときに存続期間の延長が認めら

れる（同法第７条）こと、 

Ⅲ 契約の更新がないときに借地人に地主に対する建物買取請求権

が認められる（同法第 13 条）こと、 

等借地借家法により借地人の権利が強く保護されている。 

裏を返して言えば、普通借地権を設定した場合、地主側からすると、

短期間で財産を有効活用することが難しくなる。 

一方、借地借家法第 25 条に規定する一時使用目的の借地権、同法第

23 条第１項及び第２項に規定する事業用定期借地権、又は同法第 22 条

に規定する一般定期借地権を設定した場合は、普通借地権を設定したと

きと異なり、借地契約の特約等により、上記ⅠからⅢまでの全てが認め

られないものであり、地主にとって有利な借地権である。 

イ 利活用の方針 

そのため、建物の所有を目的とした土地の貸付けを行う場合は、一時

使用目的の借地権、事業用定期借地権又は一般定期借地権の設定の活用

を検討する。 

ただし、そのなかにおいても、貸付けがあくまでも売却するまでの暫

定的措置であることを鑑み、より短期間での利用を想定する一時使用目
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的の借地権の設定（民間への一時貸付けにおいて活用）を積極的に活用

していくものとし、事業用定期借地権及び一般定期借地権の設定は、当

該案件の性質等を考慮し、適宜活用していくものとする。 

【参考】借地権種類別の比較 

 
普 通 

借地権 

一時使用目的

の借地権 

事業用定期 

借地権 

一般定期 

借地権 

根拠規定 借地借家法 同法第 25 条 同法第 23 条 同法第 22 条 

貸付期間 30 年以上 短期間 
10 年以上 

50 年未満 
50 年以上 

使用目的 制限なし 

臨時設備の設

置その他一時

使用に限る 

事業用に限る 制限なし 

契約方法 制限なし 制限なし 
公正証書での

契約のみ有効 

書面での契約

のみ有効 

契約期間

満了時の

扱い 

正当な事由がな

い限り、地主は

契約の更新を拒

絶できない 

原則として更

地にして地主

に返還 

原則として更

地にして地主

に返還 

原則として更

地にして地主

に返還 

建物築造

による 

期間延長 

あり なし なし なし 

建物買取

請求権 
あり なし なし なし 

 

②一部未利用となる建物を利活用する場合 

上記３（１）表２の財産のほか、建物の一部が未利用となる県有財産

は、県での利用計画がない場合には、市町村等による公用・公共用又は

公益的利用と目的とした使用許可を検討し、市町村等からの利用要望が

ないものについては、さらに、公募方式の使用許可又は貸付け（検討中）

の手法による有効活用を図る。 
ただし、県有施設の壁面等未利用スペースが小さい場合には、その小

さな余剰スペースを最大限に利用するため、公募方式による使用許可又

は貸付けの一手法として、営利目的の広告掲示事業の活用を検討する。 
 

③新規県有施設を整備する場合等 

新規に県有施設を整備する場合等においては、ＰＦＩ、等価交換方式

等の活用を適宜検討する。 
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（３）民間への一時貸付け 

  ①概要 
・民間に対して一時使用のために土地又は建物を貸し付けし、県有財産

の有効活用を行う。 

・貸付期間は１年以内（１月単位）とするが、累計貸付期間が２年を超

えない範囲で更新可（公募による場合は更新不可）とする。 

・貸付相手方の選定方法は、原則、一般競争入札とし、予定貸付料年額

が 10 万円を超えない場合には、公募方式の随意契約（随時受付・申込

先着順）によることができるものとする。 

・貸駐車場、貸倉庫その他これらに類する用途は不可とする。 

・工作物又は臨時的な仮設建物の設置及び増改築は可能とする。 

・貸付相手方の使用目的により借地借家法が適用される場合には、同法

第 25 条に規定されている一時使用目的の借地権又は第 40 条に規定さ

れている一時使用目的の借家権を設定する。 

・転貸又は賃借権の譲渡は不可とする。 
②想定財産 
・売払いまでの期間が１年以上見込まれる財産 

③想定される用途 

・会社専用の駐車場、町内会の催事場所 

・資材置場や建設工事の現場事務所 

④メリット 
・貸付契約の更新がないため、期間満了時に原則原状回復（土地の場合

は更地返還）を受ける。 
・短期間の貸付けであるため、県にとって、計画的な土地（建物）利用

が行いやすい。 
⑤留意点 
・借地借家法が適用される場合、同法第 25 条に規定されている一時使用

目的の借地権が成立するには、当事者間の合意だけでなく「客観的合

理的理由」が必要となるため、設置可能なのは工作物又は臨時的な仮

設建物とする。 
⑥想定スキーム（土地の場合） 
【主たる手続き】 
Ⅰ 対象地の選定 

Ⅱ 賃借人の募集 

Ⅲ 賃借人の選定・契約 

Ⅳ 貸付料の納付 

Ⅴ 賃借人による施設整備・維持管理 

Ⅵ 期間満了による県有地の更地返還 
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【スキーム図】 
 
 
 
 

 

 

 

⑦実績・検討状況等 

・民間への一時貸付けの実施に係る手続き等を定めた要領として、「一般

競争入札による一時貸付け実施要領」及び「公募方式の随意契約によ

る一時貸付け実施要領」を平成 20 年９月１日に制定・施行したところ

であり、今年度以降順次実施する予定である。 
 

（４）事業用定期借地権の設定 

  ①概要 
・事業用定期借地権は、借地借家法第 23 条第１項及び第２項に規定され

ている借地権であり、この事業用定期借地権を設定して、県有財産の

有効活用を行う。 

・専ら事業の用に供する建物の所有を目的とする場合に、10 年以上 50

年未満の期間で土地を貸し付ける。 

・公共的、公益的事業も対象となるが、居住の用に供する場合は対象外

となる。 

・貸付期間が 10 年以上 30 年未満の場合には下記事項が自動的に適用さ

れ、貸付期間が 30 年以上 50 年未満の場合には下記事項を借地契約の

特約で定める。 

Ⅰ 貸付契約の更新がない 

Ⅱ 建物再築による期間延長がない 

Ⅲ 借地人に建物買取請求権がない 

②想定財産 
・一定期間経過後に更地で返還を受けることが県にとって有利と認めら

れる場合であって、具体的には概ね次のいずれかに該当する場合を想

定する。 

Ⅰ 将来的に県内部で利用することが、現に計画（検討）されている

財産である場合 

Ⅱ 将来的に売払うことが、現に計画（検討）されている財産である

場合 

Ⅲ 将来的に借地人を変更することが、現に計画（検討）されている

借地契約 貸付料

賃借人 

県 
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財産である場合 

Ⅳ その他、合理的な理由があると認められる場合 

③想定される用途 

・物販、飲食等商業施設 

・工場、オフィス等産業施設 

・倉庫、物流拠点等物流施設 

④メリット 
・貸付契約の更新がないため、期間満了時に原則更地返還を受ける。 
・比較的短期間の貸付けとなるため、県にとって、計画的な土地利用が

行いやすい。 
⑤留意点 
・建物の一部を居住用に使用する場合であっても、当借地権の設定は成

立しない。 
・賃借人の経営不振による貸付料滞納のリスクがある。 
・どのような行政目的を設定し、賃借人にどのような事業計画を求める

かが重要となる。 
⑥想定スキーム 
【主たる手続き】 
Ⅰ 対象地の選定 
Ⅱ 賃借人の募集 
Ⅲ 賃借人の選定・契約 

※契約は必ず公正証書による 
Ⅳ 賃借人による施設整備・維持管理 
Ⅴ 毎年度貸付料の納付 
Ⅵ 期間満了による県有地の更地返還 

【スキーム図】（複合商業施設の場合） 

 
 

⑦実績・検討状況等 

・平成 18 年度に事業用定期借地権を設定した事例があるため、そのとき

借地契約

資金調達 

貸付料 

貸付料 建物の賃貸 

建設会社 

管理会社 

銀行 

テナント 

県 

賃借人 

施設整備・維持管理
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の基準等を踏まえて、今年度以降に事業用定期借地権の設定により県

有地を貸し付ける場合の取扱基準を制定する予定である。 

 

（５）一般定期借地権の設定 

  ①概要 
・一般定期借地権は、借地借家法第 22 条に規定されている借地権であり、

この一般定期借地権を設定して、県有財産の有効活用を行う。 

・建物の所有を目的とする場合に、50 年以上の期間で土地を貸し付ける。 

・使用目的の制限はなし。 

・下記事項を借地契約の特約で定める。 

Ⅰ 貸付契約の更新がない 

Ⅱ 建物再築による期間延長がない 

Ⅲ 借地人に建物買取請求権がない 

②想定財産 
・一定期間経過後に更地で返還を受けることが県にとって有利と認めら

れる場合であって、具体的には概ね次のいずれかに該当する場合を想

定する。 

Ⅰ 将来的に県内部で利用することが、現に計画（検討）されている

財産である場合 

Ⅱ 将来的に売払うことが、現に計画（検討）されている財産である

場合 

Ⅲ 将来的に借地人を変更することが、現に計画（検討）されている

財産である場合 

Ⅳ その他、合理的な理由があると認められる場合 

③想定される用途 

・戸建て住宅、分譲マンション 

・賃貸マンション、アパート 

④メリット 
・貸付契約の更新がないため、期間満了時に原則更地返還を受ける。 

⑤留意点 
・貸付期間が 50 年以上と長く、地価の上昇や都市開発のペース等、社会

情勢に合わせた有効利用が難しい。 
・賃借人の経営不振による貸付料滞納のリスクがある。 
・どのような行政目的を設定し、賃借人にどのような事業計画を求める

かが重要となる。 
⑥想定スキーム 
【主たる手続き】 

Ⅰ 対象地の選定 
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Ⅱ 賃借人の募集 
Ⅲ 賃借人の選定・契約 

※契約は必ず公正証書等書面による 
Ⅳ 賃借人による施設整備・維持管理 
Ⅴ 毎年度貸付料の納付 
Ⅵ 期間満了による県有地の更地返還 

【スキーム図】（一般定期借地権付き分譲住宅の場合） 

 

 

⑦実績・検討状況等 

・これまでに一般定期借地権を設定した事例はないが、事業用定期借地

権を設定した事例を踏まえて、今年度以降に一般定期借地権の設定に

より県有地を貸し付ける場合の取扱基準を制定する予定である。 

 

（６）等価交換方式 

  ①概要 
・土地の所有者が土地を出資して、その土地に民間事業者が建物を建設

（出資）する。 

・建物が完成した後に、土地の所有者と民間事業者が、それぞれの出資

比率に応じた割合で土地建物を取得する。 

・なお、この手法は異なる種類の財産（例：土地対建物等）による交換

を想定しているため、同一種類の財産（例：土地対土地）による交換

とは区別したものとする。 

②想定財産 
・県有地上に公共施設の整備を含めた街づくりを図る場合 

③想定される用途 

・県有施設と分譲（賃貸）マンション等の合築施設 

④メリット 
・県の利用可能な施設を、県の資金調達を必要最小限度に抑えて取得で

きる。 

借地契約

資金調達 

貸付料 

貸付料 土地の転貸

住宅 
建設会社 

銀行 

住民 

県 

賃借人 
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⑤留意点 
・建物が合築となるため、権利関係が複雑になる。 
・県有地の売却金額等の多寡により、県の取得する占有部分の面積が変

動する。 
・県条例上の交換は同一種類の財産に限られるため、実施に当たっては

県議会の議決が必要となる。 
⑥想定スキーム（県有地を売却し、県有施設を取り込んだ高層施設を建設する場合） 
【主たる手続き】 

Ⅰ 対象地の選定 
Ⅱ 事業者の募集 
Ⅲ 事業者の選定･契約（交換契約） 
Ⅳ 事業者による施設整備 
Ⅴ 県は土地売却金額相当の区分所有権を取得 
Ⅵ 事業者は施設の残りのフロアを、自ら利用するほか、他の事業者等

への分譲・貸付け等により有効活用 
【スキーム図】 

 

 

⑦実績・検討状況等 

・平成 20 年度に事業者を募集し、選定する東部コンベンションセンター

において、等価交換方式の手法を活用している。ただし、県有地と県

が取得する施設の区分所有権との評価額に大きな差がでることが予想

されるため、等価を超える部分については、別途県が買い入れること

を想定している。 

 

（７）公募方式による使用許可又は貸付け 

  ①概要 
・県の組織改正等により生じた庁舎内等の空きスペースを、公益目的の

用途や当該施設の利便性を高める用途等で利用する事業者を募集し、

使用許可又は貸付けを行う（使用許可により難い場合等は貸付け）。 

土地の売却

資金調達

売却代金 

売却代金 
貸付料等 

分譲・貸付け
高層施設建設 

区分所有権の取得 

事業者 

県 

銀行 

建設会社 事業者等 

財源
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②想定財産 
・各庁舎等 

③想定される用途 

・公共的団体の事務所、食堂、レストラン、売店、自動販売機等 

④メリット 
・余剰スペースを利用し、使用料等の収入を得ることができる。 

⑤留意点 
・県利用部分との動線の分離等、セキュリティに配慮する必要がある。 

⑥想定スキーム 
【主たる手続き】 

Ⅰ 対象施設の選定 
Ⅱ 事業者の募集 
Ⅲ 事業者の選定・県から事業者への使用許可又は貸付け 

 Ⅳ 毎年度使用料又は貸付料の納付 
Ⅴ 事業者による施設整備・維持管理 

 Ⅵ 期間満了による県有施設の原状回復 
【スキーム図】 

 
 

⑦実績・検討状況等 

・今年度以降に取扱基準を検討・制定する予定である。 

・具体的には、使用許可（貸付）条件、事業者の選定方法等について検

討が必要である。 

・なお、平成 18 年度に公募方式による使用許可を行った事例（食堂設置

の使用許可）があるため、そのときの基準等も参考にする。 

 

（８）営利目的の広告掲示 

  ①概要 
・県有施設の壁面等未利用スペースが小さい場合において、上記（７）

の公募方式による使用許可又は貸付けの一手法として、壁面を利用し

たポスターの掲示、未利用スペースへのちらしの配架等による営利目

的の広告掲示事業を実施する。 

②想定財産 
・一定程度の集客性（来場者数等）がある施設（県庁舎等、スポーツ施

使用許可又は貸付け 使用料又は貸付料

県 

事業者 
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設・多目的ホール等集客施設） 

③想定される用途 

・広告掲示 

④メリット 
・壁面を含めた小さな余剰スペースを最大限に利用し、使用料等の収入

を得ることができる。 
⑤留意点 
・県有施設（公の施設を除く）に広告を掲示する場合は、使用許可の手

続きが必要である。そのため、当該財産の用途又は目的を妨げない限

度において、実施が可能である。 
・事業者が応募するに当たって、集客性が応募するかどうかの大きな判

断材料になると考えられるため、各施設において集客実績（来場者数

等）の把握が必要となる。 
⑥想定スキーム 
【主たる手続き】 

Ⅰ 対象施設の選定 
Ⅱ 事業者の募集 
Ⅲ 事業者の選定・契約、県から事業者への使用許可 

 Ⅳ 使用料等の納付 
Ⅴ 事業者から広告内容を申請 

 Ⅵ 広告内容の審査・承認 
【スキーム図】（広告会社を相手方とする場合） 

 
 
⑦実績・検討状況等 

・今年度以降に取扱基準を検討・制定する予定である。 

・具体的には、広告掲示事業の対象範囲、実施に係る手続きの方法（使

用許可 or 契約）、使用面積・使用料の算定方法、事業者の選定方法、

集客実績の把握方法等について検討が必要である。 

使用許可・契約 使用料等 

使用料等 広告依頼 

利用者 

県 

広告会社 

広告内容
の申請

広告内容の
審査・承認
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（９）ＰＦＩ（Private Finance Initiative）の活用 

  ①概要 
Ⅰ 特徴 
・効率的で良質な公共サービスを提供するため、民間の資金やノウハウ

等を活用して公共施設等を整備する。 
・公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営等を民間事業者に包括的

に行わせる。 

・導入に当たっては、従来手法とＰＦＩ手法の事業期間全体の財政負担

額等を可能な限り合理的に比較検証(＝ＶＦＭ評価注７)し、判断する。 

※（注７）「ＶＦＭ（Value for Money）評価」とは、一般的には、同一水準の

公共サービスをより低いコストで提供できる手法を選択するために、

従来の事業手法（行政の直営整備･維持管理･運営等）とＰＦＩ手法を

比較検証する評価方法である。 

Ⅱ 従来手法との比較 

区 分 ＰＦＩ手法 従来手法 

<一括発注> 
・ ＰＦＩ事業者に、設計､建設､維

持管理､運営等を一括して発注 

<分割発注> 
・ 設計､建設､維持管理､運営等を分

離・分割して発注 

発注方法 <性能発注> 
・ 県は性能のみを指定し、事業者

が効率的な建設資材・工法、管
理運営方法等を自由に選択 

<仕様発注> 
・ 県が建設資材や工法、管理運営方

法等を指定するため、事業者の創
意工夫の余地なし 

事業者 
選定方法 

・ 原則として総合評価一般競争入
札 

・ 特に制限なし 

<長期契約> 
・ 設計､建設から維持管理､運営まで

を網羅した長期契約（10～30年）

<単年度契約> 
・ 単年度契約（建設は債務負担行為

により複数年度契約も可） 

契約方法 

<契約内容の定型化困難> 
・ 事業ごとに事業内容が異なる 
・ 契約期間内の様々なリスクを想

定し、その分担を契約書等に明
確に規定する 

・ 不確定要素の処理を先送りする
規定は､原則として採用しない 

<契約内容は定型的> 
・ 設計､建設､維持管理､運営ごと

に､契約内容がほぼ共通している
・ 不確定要素の処理を先送りする

規定を多用している 

その他 
・ 高度の専門知識が必要なため、

法律､金融､建設等の専門家とア
ドバイザー契約を締結する 

－ 

 
②想定財産 
・新規に公共施設等を整備する場合及び既存施設を改修する場合 

③想定される用途 

・学校・庁舎等の公共・公用施設等 
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④メリット 
Ⅰ 財政支出の平準化 
・民間事業者が初期投資費用の調達を行うため、県は施設整備時に多額

の支出をせず、平準化されたサービス対価を毎年度支払う。 
Ⅱ 事業コストの削減 
・性能発注のため、民間事業者の資材の効率的な調達などにより、費用

対効果を最適化する視点での施設提案が可能となる。 
・一括発注のため、効率的管理・運営に配慮した設計が可能となり、所

要人員の削減などを実現する。 
⑤留意点 
Ⅰ ＰＦＩのコスト増要因 
・ＰＦＩ事業者の資金調達コスト（金利等）が起債より割高。 
・ＰＦＩ事業者に法人税等が課税される。 
・ＰＦＩ手法では国の補助金が交付されない場合がある。 
・専門アドバイザーによる県への業務支援が必要。 
Ⅱ 法令の制約 
・道路法、河川法等は、設置主体等を自治体等に限定しているため、Ｐ

ＦＩ事業者の創意工夫が十分に発揮できない場合がある。 
・なお、個別法に設置主体等の規定がなく、「公の施設」として設置する

施設の場合には、「指定管理者」にＰＦＩ事業者を指定し、包括的な施

設の管理が可能となる。 
Ⅲ ＷＴＯ政府調達協定 
・ＰＦＩは一括発注であるため、ＷＴＯ政府調達協定注８の対象となる場

合が多い（26 億３千万円以上（適用期間：平成 20 年４月１日から平

成 22 年３月 31 日まで）の工事）。同協定の対象となると、入札参加者

の事業所所在地要件の設定が禁止される。 

※（注８）「WTO 政府調達協定」とは、平成６年４月 15 日にマラケシュで署名

された政府調達に関する協定である。世界貿易の拡大・自由化の観点

から、政府調達に関して、①国内業者の保護及び国内外の業者間差別

を行わず、②手続きを透明で外国企業にも分かりやすいものにするこ

とがその趣旨であり、その実現のために、原則「競争入札」の採用や

「事業所所在地要件の設定不可」などの制限が課せられている。 

⑥想定スキーム 
【主たる手続き】 

Ⅰ 事業の発案等 
Ⅱ 実施方針の策定・公表（ＰＦＩ導入を予定している事業の概要を策

定し、公表）（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に



- 34 - 

関する法律（以下「ＰＦＩ法」という。）第５条） 

Ⅲ 特定事業の選定・公表（ＰＦＩ事業として実施することを決定し、

公表）（ＰＦＩ法第６条・第８条） 
Ⅳ ＰＦＩ事業者の募集 
Ⅴ ＰＦＩ事業者の選定・契約 
Ⅵ ＰＦＩ事業者による施設整備・維持管理、事業内容の監視、サービ

ス購入料の支払い 
【スキーム図】（ＰＦＩの一般的な事業スキーム：サービス購入型） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑦実績・検討状況等 
Ⅰ ＰＦＩ導入に対する考え方 
・ＰＦＩの導入に当たっては、従来手法とＰＦＩ手法について、事業期

間全体にわたっての財政負担額、期待されるサービス水準等を合理的

に比較検証し、メリットや課題等を総合的に評価した上で、個々の事

県 

金融機関 

設計、建設企業 維持管理、事業運営企業 

ＰＦＩ事業者 

（SPC：特別目的会社）

出資者 

③ 

④ 
⑤ ⑥

② ①

【PFI 事業者の業務範囲】

1.設計 

2.建設・施設整備 

3.維持管理 

4.運営 

⑦ 

① 施設の設計、建設、維持管理、運営サービスの提供 

② サービス対価の支払い 

③ 融資契約（プロジェクトファイナンス：資産を担保とした融資ではないた

め、PFI 事業の収益性･確実性が融資の適否を左右） 

④ 出資契約（出資と配当） 

⑤ 設計、建設業務委託契約 

⑥ 維持管理業務委託契約、事業運営業務委託契約 

⑦ 事業継続・債権担保のための直接協定（ダイレクト・アグリーメント） 

 (注)公物管理法（道路法、学校教育法等）や国庫補助金制度等により、運営主体

や設置主体に制限があるため、運営業務を PFI 事業に含めることが難しいケ

ースも見られる｡ 
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業ごとに導入の可否を慎重に判断する。 
Ⅱ ＰＦＩの導入 

・本県においては、現在４件の事業にＰＦＩを導入しており、経費削減

効果の合計は約 38 億２千万円となっている。 

・各々の事業の進捗状況は、次のとおりである。 

事 業 名 進 捗 状 況 

浜松大平台高等学校 

ＰＦＩ事業 

・平成18年４月開校 

（西遠ＰＦＩサービス㈱による維持管理、食堂

等の運営開始） 

中部運転免許センター 

ＰＦＩ事業 

・平成20年12月開所 

（ＰＦＩ静岡ＤＬＣ㈱による維持管理、食堂等

の運営開始） 

科学技術高等学校 

ＰＦＩ事業 

・平成20年４月開校 

（㈱ＰＦＩするがの技による維持管理、食堂等

の運営開始） 

遠江総合高等学校 

ＰＦＩ事業 

・平成19年12月に契約締結 

（イー・エス遠州の森㈱による施設整備中） 

・平成21年４月開校予定 

 
（10）その他 

次に掲げる手法についても、有効活用の一手法と考えられるが、これ

らの実施にあたっては、案件ごとに慎重な検討が必要である。 
 

①セールアンドリースバック 

不動産の所有権者が当該不動産を第三者に売却し、売却代金を受領す

ると同時に、当該譲受人から当該物件のうち必要な分だけを賃借し、利

用するもの。 
 
  ②土地信託 

土地の所有権者が信託銀行等に土地を信託し、信託を受けた信託銀行

等は、当該土地に建物を建築し、又は土地を造成して、その賃貸又は分

譲等の管理又は処分を行い、これによる収益から諸経費及び信託報酬を

控除して、残余を受益者に信託配当として交付し、信託期間終了時には、

信託に付された財産は、現状有姿の形で受益者に返還交付されるという

もの。 
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  ③証券化 

財産を特別目的事業体（ＳＰＶ）に売却し、ＳＰＶは投資家に証券を

発行して、購入代金を調達するとともに、不動産利用者からの賃料収入

等で投資家に配当する方法。 
 
  ④ネーミングライツ（命名権） 

ネーミングライツ（命名権）は、「スポーツ施設等の名称に企業名等を

付与する権利」などと定義され、新しい広告の概念である。施設等の所

有者は、当該施設等のネーミングライツ（命名権）をスポンサー企業等

に販売し、その販売収入を得ることができる。なお、ネーミングライツ

（命名権）は、新しい概念であり、確立された権利ではないため、スポ

ンサー企業等との間で結ばれる契約の内容等が重要であると考えられる。 
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７ 本計画の見直し 

上記５（８）で示した諸要因や今後新たに未利用となる県有財産が発生す

ることが想定される等様々な流動的要因があることから、毎年度本計画の見

直しを行っていくものとする。 
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資料 － 1 

○地方自治法（関連条項抜粋） 

 

（財産の管理及び処分） 

第二百三十七条 この法律において「財産」とは、公有財産、物品及び債権並びに基金をいう。 

２ 第二百三十八条の四第一項の規定の適用がある場合を除き、普通地方公共団体の財産は、

条例又は議会の議決による場合でなければ、これを交換し、出資の目的とし、若しくは支払

手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。 

３ 普通地方公共団体の財産は、第二百三十八条の五第二項の規定の適用がある場合で議会の

議決によるとき又は同条第三項の規定の適用がある場合でなければ、これを信託してはなら

ない。 

（公有財産の範囲及び分類） 

第二百三十八条 この法律において「公有財産」とは、普通地方公共団体の所有に属する財産

のうち次に掲げるもの（基金に属するものを除く。）をいう。 

一 不動産 

二 船舶、浮標、浮桟橋及び浮ドック並びに航空機 

三 前二号に掲げる不動産及び動産の従物 

四 地上権、地役権、鉱業権その他これらに準ずる権利 

五 特許権、著作権、商標権、実用新案権その他これらに準ずる権利 

六 株式、社債（特別の法律により設立された法人の発行する債券に表示されるべき権利を

含み、短期社債等を除く。）、地方債及び国債その他これらに準ずる権利 

七 出資による権利 

八 財産の信託の受益権 

２ （略） 

３ 公有財産は、これを行政財産と普通財産とに分類する。 

４ 行政財産とは、普通地方公共団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定

した財産をいい、普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財産をいう。 

（行政財産の管理及び処分） 

第二百三十八条の四 行政財産は、次項から第四項までに定めるものを除くほか、これを貸し

付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又はこれに私権を設

定することができない。 

２ 行政財産は、次に掲げる場合には、その用途又は目的を妨げない限度において、貸し付け、

又は私権を設定することができる。 

一 当該普通地方公共団体以外の者が行政財産である土地の上に政令で定める堅固な建物そ

の他の土地に定着する工作物であつて当該行政財産である土地の供用の目的を効果的に達

成することに資すると認められるものを所有し、又は所有しようとする場合（当該普通地

方公共団体と一棟の建物を区分して所有する場合を除く。）において、その者（当該行政財

産を管理する普通地方公共団体が当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と

認める者に限る。）に当該土地を貸し付けるとき。 

二 普通地方公共団体が国、他の地方公共団体又は政令で定める法人と行政財産である土地

の上に一棟の建物を区分して所有するためその者に当該土地を貸し付ける場合 

三 普通地方公共団体が行政財産である土地及びその隣接地の上に当該普通地方公共団体以

外の者と一棟の建物を区分して所有するためその者（当該建物のうち行政財産である部分

を管理する普通地方公共団体が当該行政財産の適正な方法による管理を行う上で適当と認

める者に限る。）に当該土地を貸し付ける場合 

四 行政財産のうち庁舎その他の建物及びその附帯施設並びにこれらの敷地（以下この号に

おいて「庁舎等」という。）についてその床面積又は敷地に余裕がある場合として政令で定
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める場合において、当該普通地方公共団体以外の者（当該庁舎等を管理する普通地方公共

団体が当該庁舎等の適正な方法による管理を行う上で適当と認める者に限る。）に当該余裕

がある部分を貸し付けるとき（前三号に掲げる場合に該当する場合を除く。）。 

五 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の経営する鉄道、道

路その他政令で定める施設の用に供する場合において、その者のために当該土地に地上権

を設定するとき。 

六 行政財産である土地を国、他の地方公共団体又は政令で定める法人の使用する電線路そ

の他政令で定める施設の用に供する場合において、その者のために当該土地に地役権を設

定するとき。 

３ 前項第二号に掲げる場合において、当該行政財産である土地の貸付けを受けた者が当該土

地の上に所有する一棟の建物の一部（以下この項及び次項において「特定施設」という。）を

当該普通地方公共団体以外の者に譲渡しようとするときは、当該特定施設を譲り受けようと

する者（当該行政財産を管理する普通地方公共団体が当該行政財産の適正な方法による管理

を行う上で適当と認める者に限る。）に当該土地を貸し付けることができる。 

４ 前項の規定は、同項（この項において準用する場合を含む。）の規定により行政財産である

土地の貸付けを受けた者が当該特定施設を譲渡しようとする場合について準用する。 

５ 前三項の場合においては、次条第四項及び第五項の規定を準用する。 

６ 第一項の規定に違反する行為は、これを無効とする。 

７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可することができる。 

８ 前項の規定による許可を受けてする行政財産の使用については、借地借家法（平成三年法

律第九十号）の規定は、これを適用しない。 

９ 第七項の規定により行政財産の使用を許可した場合において、公用若しくは公共用に供す

るため必要を生じたとき、又は許可の条件に違反する行為があると認めるときは、普通地方

公共団体の長又は委員会は、その許可を取り消すことができる。 

（普通財産の管理及び処分） 

第二百三十八条の五 普通財産は、これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、若しくは出

資の目的とし、又はこれに私権を設定することができる。 

２ 普通財産である土地(その土地の定着物を含む。)は、当該普通地方公共団体を受益者とし

て政令で定める信託の目的により、これを信託することができる。 

３ 普通財産のうち国債その他の政令で定める有価証券(以下この項において「国債等」とい

う。)は、当該普通地方公共団体を受益者として、指定金融機関その他の確実な金融機関に国

債等をその価額に相当する担保の提供を受けて貸し付ける方法により当該国債等を運用する

ことを信託の目的とする場合に限り、信託することができる。 

４ 普通財産を貸し付けた場合において、その貸付期間中に国、地方公共団体その他公共団体

において公用又は公共用に供するため必要を生じたときは、普通地方公共団体の長は、その

契約を解除することができる。 

５ 前項の規定により契約を解除した場合においては、借受人は、これによつて生じた損失に

つきその補償を求めることができる。 

６ 普通地方公共団体の長が一定の用途並びにその用途に供しなければならない期日及び期間

を指定して普通財産を貸し付けた場合において、借受人が指定された期日を経過してもなお

これをその用途に供せず、又はこれをその用途に供した後指定された期間内にその用途を廃

止したときは、当該普通地方公共団体の長は、その契約を解除することができる。 

７ 第四項及び第五項の規定は貸付け以外の方法により普通財産を使用させる場合に、前項の

規定は普通財産を売り払い、又は譲与する場合に準用する。 

８ 第四項から第六項までの規定は、普通財産である土地(その土地の定着物を含む。)を信託

する場合に準用する。 

９ 第七項に定めるもののほか普通財産の売払いに関し必要な事項及び普通財産の交換に関し
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必要な事項は、政令でこれを定める。 

 

 

○借地借家法（関連条項抜粋） 

 

（借地権の存続期間） 

第三条 借地権の存続期間は、三十年とする。ただし、契約でこれより長い期間を定めたとき

は、その期間とする。 

（借地権の更新後の期間） 

第四条 当事者が借地契約を更新する場合においては、その期間は、更新の日から十年(借地権

の設定後の最初の更新にあっては、二十年)とする。ただし、当事者がこれより長い期間を定

めたときは、その期間とする。 

（借地契約の更新請求等） 

第五条 借地権の存続期間が満了する場合において、借地権者が契約の更新を請求したときは、

建物がある場合に限り、前条の規定によるもののほか、従前の契約と同一の条件で契約を更

新したものとみなす。ただし、借地権設定者が遅滞なく異議を述べたときは、この限りでな

い。 

２ 借地権の存続期間が満了した後、借地権者が土地の使用を継続するときも、建物がある場

合に限り、前項と同様とする。 

３ 転借地権が設定されている場合においては、転借地権者がする土地の使用の継続を借地権

者がする土地の使用の継続とみなして、借地権者と借地権設定者との間について前項の規定

を適用する。 

（借地契約の更新拒絶の要件） 

第六条 前条の異議は、借地権設定者及び借地権者（転借地権者を含む。以下この条において

同じ。）が土地の使用を必要とする事情のほか、借地に関する従前の経過及び土地の利用状況

並びに借地権設定者が土地の明渡しの条件として又は土地の明渡しと引換えに借地権者に対

して財産上の給付をする旨の申出をした場合におけるその申出を考慮して、正当の事由があ

ると認められる場合でなければ、述べることができない。 

（建物の再築による借地権の期間の延長） 

第七条 借地権の存続期間が満了する前に建物の滅失（借地権者又は転借地権者による取壊し

を含む。以下同じ。）があった場合において、借地権者が残存期間を超えて存続すべき建物を

築造したときは、その建物を築造するにつき借地権設定者の承諾がある場合に限り、借地権

は、承諾があった日又は建物が築造された日のいずれか早い日から二十年間存続する。ただ

し、残存期間がこれより長いとき、又は当事者がこれより長い期間を定めたときは、その期

間による。 

２ 借地権者が借地権設定者に対し残存期間を超えて存続すべき建物を新たに築造する旨を通

知した場合において、借地権設定者がその通知を受けた後二月以内に異議を述べなかったと

きは、その建物を築造するにつき前項の借地権設定者の承諾があったものとみなす。ただし、

契約の更新の後（同項の規定により借地権の存続期間が延長された場合にあっては、借地権

の当初の存続期間が満了すべき日の後。次条及び第十八条において同じ。）に通知があった場

合においては、この限りでない。 

３ 転借地権が設定されている場合においては、転借地権者がする建物の築造を借地権者がす

る建物の築造とみなして、借地権者と借地権設定者との間について第一項の規定を適用する。 

（借地契約の更新後の建物の滅失による解約等） 

第八条 契約の更新の後に建物の滅失があった場合においては、借地権者は、地上権の放棄又

は土地の賃貸借の解約の申入れをすることができる。 
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２ 前項に規定する場合において、借地権者が借地権設定者の承諾を得ないで残存期間を超え

て存続すべき建物を築造したときは、借地権設定者は、地上権の消滅の請求又は土地の賃貸

借の解約の申入れをすることができる。 

３ 前二項の場合においては、借地権は、地上権の放棄若しくは消滅の請求又は土地の賃貸借

の解約の申入れがあった日から三月を経過することによって消滅する。 

４ 第一項に規定する地上権の放棄又は土地の賃貸借の解約の申入れをする権利は、第二項に

規定する地上権の消滅の請求又は土地の賃貸借の解約の申入れをする権利を制限する場合に

限り、制限することができる。 

５ 転借地権が設定されている場合においては、転借地権者がする建物の築造を借地権者がす

る建物の築造とみなして、借地権者と借地権設定者との間について第二項の規定を適用する。 

（強行規定） 

第九条 この節の規定に反する特約で借地権者に不利なものは、無効とする。 

（建物買取請求権） 

第十三条 借地権の存続期間が満了した場合において、契約の更新がないときは、借地権者は、

借地権設定者に対し、建物その他借地権者が権原により土地に附属させた物を時価で買い取

るべきことを請求することができる。 

２ 前項の場合において、建物が借地権の存続期間が満了する前に借地権設定者の承諾を得な

いで残存期間を超えて存続すべきものとして新たに築造されたものであるときは、裁判所は、

借地権設定者の請求により、代金の全部又は一部の支払につき相当の期限を許与することが

できる。 

３ 前二項の規定は、借地権の存続期間が満了した場合における転借地権者と借地権設定者と

の間について準用する。 

（強行規定） 

第十六条 第十条、第十三条及び第十四条の規定に反する特約で借地権者又は転借地権者に不

利なものは、無効とする。 

（借地条件の変更及び増改築の許可） 

第十七条 建物の種類、構造、規模又は用途を制限する旨の借地条件がある場合において、法

令による土地利用の規制の変更、付近の土地の利用状況の変化その他の事情の変更により現

に借地権を設定するにおいてはその借地条件と異なる建物の所有を目的とすることが相当で

あるにもかかわらず、借地条件の変更につき当事者間に協議が調わないときは、裁判所は、

当事者の申立てにより、その借地条件を変更することができる。 

２ 増改築を制限する旨の借地条件がある場合において、土地の通常の利用上相当とすべき増

改築につき当事者間に協議が調わないときは、裁判所は、借地権者の申立てにより、その増

改築についての借地権設定者の承諾に代わる許可を与えることができる。 

３ 裁判所は、前二項の裁判をする場合において、当事者間の利益の衡平を図るため必要があ

るときは、他の借地条件を変更し、財産上の給付を命じ、その他相当の処分をすることがで

きる。 

４ 裁判所は、前三項の裁判をするには、借地権の残存期間、土地の状況、借地に関する従前

の経過その他一切の事情を考慮しなければならない。 

５ 転借地権が設定されている場合において、必要があるときは、裁判所は、転借地権者の申

立てにより、転借地権とともに借地権につき第一項から第三項までの裁判をすることができ

る。 

６ 裁判所は、特に必要がないと認める場合を除き、第一項から第三項まで又は前項の裁判を

する前に鑑定委員会の意見を聴かなければならない。 

（借地契約の更新後の建物の再築の許可） 

第十八条 契約の更新の後において、借地権者が残存期間を超えて存続すべき建物を新たに築

造することにつきやむを得ない事情があるにもかかわらず、借地権設定者がその建物の築造
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を承諾しないときは、借地権設定者が地上権の消滅の請求又は土地の賃貸借の解約の申入れ

をすることができない旨を定めた場合を除き、裁判所は、借地権者の申立てにより、借地権

設定者の承諾に代わる許可を与えることができる。この場合において、当事者間の利益の衡

平を図るため必要があるときは、延長すべき借地権の期間として第七条第一項の規定による

期間と異なる期間を定め、他の借地条件を変更し、財産上の給付を命じ、その他相当の処分

をすることができる。 

２ 裁判所は、前項の裁判をするには、建物の状況、建物の滅失があった場合には滅失に至っ

た事情、借地に関する従前の経過、借地権設定者及び借地権者(転借地権者を含む。)が土地

の使用を必要とする事情その他一切の事情を考慮しなければならない。 

３ 前条第五項及び第六項の規定は、第一項の裁判をする場合に準用する。 

（定期借地権） 

第二十二条 存続期間を五十年以上として借地権を設定する場合においては、第九条及び第十

六条の規定にかかわらず、契約の更新(更新の請求及び土地の使用の継続によるものを含む。

次条第一項において同じ。)及び建物の築造による存続期間の延長がなく、並びに第十三条の

規定による買取りの請求をしないこととする旨を定めることができる。この場合においては、

その特約は、公正証書による等書面によってしなければならない。 

（事業用定期借地権等） 

第二十三条 専ら事業の用に供する建物(居住の用に供するものを除く。次項において同じ。)

の所有を目的とし、かつ、存続期間を三十年以上五十年未満として借地権を設定する場合に

おいては、第九条及び第十六条の規定にかかわらず、契約の更新及び建物の築造による存続

期間の延長がなく、並びに第十三条の規定による買取りの請求をしないこととする旨を定め

ることができる。 

２ 専ら事業の用に供する建物の所有を目的とし、かつ、存続期間を十年以上三十年未満とし

て借地権を設定する場合には、第三条から第八条まで、第十三条及び第十八条の規定は、適

用しない。 

３ 前二項に規定する借地権の設定を目的とする契約は、公正証書によってしなければならな

い。 

（一時使用目的の借地権） 

第二十五条 第三条から第八条まで、第十三条、第十七条、第十八条及び第二十二条から前条

までの規定は、臨時設備の設置その他一時使用のために借地権を設定したことが明らかな場

合には、適用しない。 

（一時使用目的の建物の賃貸借） 

第四十条 この章の規定は、一時使用のために建物の賃貸借をしたことが明らかな場合には、

適用しない。 

 

 

○民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（通称ＰＦＩ

法）（関連条項抜粋） 
 

（実施方針） 

第五条 公共施設等の管理者等は、次条の特定事業の選定及び第七条第一項の民間事業者の選

定を行おうとするときは、基本方針にのっとり、特定事業の実施に関する方針（以下「実施

方針」という。）を定めるものとする。 

２ 実施方針は、特定事業について、次に掲げる事項を具体的に定めるものとする。 

一 特定事業の選定に関する事項 

二 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

三 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 
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四 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

五 第十条第一項に規定する事業計画又は協定の解釈について疑義が生じた場合における措

置に関する事項 

六 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

七 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

八 その他特定事業の実施に関し必要な事項 

３ 公共施設等の管理者等は、実施方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

４ 前項の規定は、実施方針の変更について準用する。 

（特定事業の選定） 

第六条 公共施設等の管理者等は、基本方針及び実施方針に基づき、実施することが適切であ

ると認める特定事業を選定することができる。 

（客観的な評価） 

第八条 公共施設等の管理者等は、第六条の特定事業の選定及び前条第一項の民間事業者の選

定を行うに当たっては、客観的な評価（当該特定事業の効果及び効率性に関する評価を含む。）

を行い、その結果を公表しなければならない。 

２ 公共施設等の管理者等は、前条第一項の民間事業者の選定を行うに当たっては、民間事業

者の有する技術及び経営資源、その創意工夫等が十分に発揮され、低廉かつ良好なサービス

が国民に対して提供されるよう、原則として価格及び国民に提供されるサービスの質その他

の条件により評価を行うものとする。 

 

 

○財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、財産の交換、譲与、無償貸付け等に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

 （普通財産の交換） 

第２条 普通財産は、次の各号の一に該当するときは、これを他の同一種類の財産と交換する

ことができる。ただし、価額の差額が、その高価なものの価額の6分の1をこえるときは、

この限りでない。 

（1） 県において公用又は公共用に供するため、他人の所有する財産を必要とするとき。 

  （2） 国又は他の地方公共団体その他公共団体において、公用又は公共用に 供するため普通

財産を必要とするとき。 

２ 前項の規定により交換する場合において、その価額が等しくないときは、その差額を金銭

で補足しなければならない。 

 （普通財産の譲与又は減額譲渡） 

第３条 普通財産は、次の各号の一に該当するときは、これを譲与し、又は時価よりも低い価

額で譲渡することができる。 

 （1） 他の地方公共団体その他公共団体において、公用若しくは公共用又は公益事業の用に

供するため、普通財産を必要とするとき。 

  （2） 他の地方公共団体その他公共団体が、管理の費用を負担した公用又は公共用に供する

財産の用途を県が廃止した場合において、当該用途の廃止によつて生じた普通財産を、

当該地方公共団体その他公共団体において必要とするとき。 

  （3） 公用又は公共用に供する公有財産のうち寄付に係るものの用途を廃止した場合におい

て、当該用途の廃止によつて生じた普通財産を、当該寄付者又はその相続人その他の包
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括承継人において必要とするとき。 

  （4） 公用又は公共用に供する公有財産の用途に代わるべき他の財産の寄付を受けたためそ

の用途を廃止した場合において、当該用途の廃止によつて生じた普通財産を、当該寄付

者又はその相続人その他の包括承継人において必要とするとき。 

  （5） 前各号に掲げる場合に準じて、知事が特に必要があると認めるとき。 

 （普通財産の無償貸付け、減額貸付け等） 

第４条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを無償又は時価よりも低い

価額で貸し付けることができる。 

 （1） 他の地方公共団体その他公共団体において、公用若しくは公共用又は公益事業の用に

供するとき。                                           

  （2） 普通財産の貸付けを受けた者が、地震、火災、水害等の災害により、当該普通財産を

使用の目的に供しがたいと認めるとき。 

 （3） 前各号に掲げる場合に準じて、知事が特に必要があると認めるとき。 

２ 前項の規定は、普通財産を貸付け以外の方法により使用させる場合について準用する。 

（行政財産の無償貸付け、減額貸付け等） 

第４条の２ 前条第1項の規定は、行政財産を貸し付ける場合又はこれに地上権若しくは地役

権を設定する場合について準用する。 

第５条 （略） 

第６条 （略） 

 （物品の無償貸付け又は減額貸付け） 

第７条 物品は、公益上必要があるときは、他の地方公共団体その他公共団体又は私人に、無

償又は時価よりも低い価額で貸し付けることができる。 

 

 

○公有財産の一般競争入札による売払い実施要領 

 

 （趣旨） 

第１ 一般競争入札（以下「入札」という。）により公有財産を売払う場合の手続きについては、

地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号、以下「令」

という｡）及び静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号、以下「規則」という｡）に定

めるほか、この要領の定めるところによる。 

 （売払対象財産） 

第２ 入札により売払いを行う財産（以下「売払対象財産」という。）は、県として利用計画が

なく、かつ、保有の必要がない財産とする。 

 （売払対象財産の分割等） 

第３ 利用の実情等に照らし、適当と認められる場合は、売払対象財産を分割又は統合して入

札に付すことができる。 

 （売払対象財産の確認） 

第４ 売払対象財産については、事前に現況等を調査し、調書等を作成する。 

２ 売払対象財産が土地の場合には、事前に境界標柱等現況を調査し、隣接土地所有者との境

界確定書、地積測量図、公図写、登記簿謄本等を整備する。 

３ 前項の場合には、都市計画法、建築基準法等による規制内容及び上下水道、電気並びにガ

スの供給施設の有無等を記載した物件調書も併せて作成する。 

 （入札執行） 

第５ 入札による契約を締結しようとする場合は、次に掲げる事項を記載した入札執行伺によ

り決裁を受ける。 
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 （1） 財産台帳登載事項 

 （2） 売払いの理由 

 （3） 入札執行の方法 

 （4） 入札保証金及び契約保証金 

 （5） 売払い代金の納付時期及び方法 

 （6） 収入の所属年度及び科目 

 （7） その他必要な事項 

２ 前項の入札執行伺には、次に掲げる書類を添付する。 

 （1） 売払い予定価格を記載した書類 

 （2） 入札執行公告案 

 （3） 評定調書  

 （4） 契約書案 

 （5） 関係図面等 

 （入札の公告等） 

第６ 入札の公告は、規則第35条に定める事項について、県公報その他の方法により行う。 

２ 入札実施を広報するため、県・市町村広報紙、新聞広告等を活用することができる。 

 （入札心得書） 

第７ 入札心得書には次に掲げる事項を記載し、入札参加希望者に配布する。 

 （1） 入札参加資格 

 （2） 入札保証金 

 （3） 入札の無効 

 （4） 落札者の契約締結期限 

 （5） 契約保証金 

 （6） 物件調書等 

 （7） 入札書式 

 （8） 契約書式 

 （9） その他必要な事項 

 （入札参加資格） 

第８ 入札参加資格を有しない者は、令第167条の４に定める者のほか、次に掲げる者とする。 

 （1） 公有財産に関する事務に従事する県の職員 

 （2） 売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122

号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第４項に規定する風俗関連営業その他これ

らに類する業及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所の用に供しようとする者 

  （3） 入札参加申込書を指定した期日までに提出しなかった者 

（入札参加申込） 

第９ 入札参加希望者には、指定する期日までに、必要書類を添付した入札参加申込書を、持

参又は郵送により提出させなければならない。 

 （現地説明会） 

第10 売払対象財産の内容を入札参加希望者に周知させるため、現地説明会を行うことができ

る。 

２ 現地説明会では、物件調書等により、売払対象財産の内容を説明する。 

 （予定価格） 

第 11 入札執行者は、入札に付する売払対象財産の価格を、土地評定調書等によって予定し、

当該価格を記載した書面を封書にして、開札の際、これを開札場所に置く。 

  （参考価格） 

第12  入札執行者は、売払対象財産の所在地周辺の公示地価、基準地価及び取引事例価格等を
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参考にして算出した価格を、参考価格として公表することができる。 

 （入札保証金） 

第13 規則第41条第１項の別に定める額は、入札公告で定める。 

２ 次に掲げる事項を入札参加者に周知しなければならない。 

 （1） 指定した期日までに、入札保証金を納付すること 

 （2） 入札保証金には、納付した日から還付を受ける日までの期間に対する利息は付さない

こと 

 （入札書の提出） 

第14 入札書の提出に当たり、次に掲げる事項を入札参加者に周知しなければならない。 

 （1） 入札書は、所定の入札書により、本人又はその代理人が出頭して封書にて提出するこ

と 

 （2） 入札書には、入札者の住所、氏名（法人にあっては所在地、名称及び代表者氏名）を

記入の上、押印すること 

 （3） 代理人が入札する場合には、入札前に委任状を提出すること 

 （4） 提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができないこと 

 （入札の無効事由） 

第15 次の各号の一に該当する者の入札は、無効とする。 

 （1） 入札に参加する資格のない者 

 （2） 入札保証金が所定の額に不足する者 

 （3） 金額を訂正して入札した者 

 （4） 金額その他の事項につき確認できない記載をした者 

 （5） 談合その他不正行為により入札を行ったと認められる者 

 （6） ２以上の入札をした者 

 （7） 自己のほか、他人の代理人を兼ねて入札した者 

 （8） ２人以上の代理人となって入札した者 

 （9） 入札保証金及び入札書を指定した日時及び場所に提出しなかった者 

 （10） 委任状がなく入札申込者の代理人として入札した者 

 （11） 入札心得に示した条件に違反して入札した者 

 （12） 前各号に定める者のほか、指示した条件に違反して入札した者 

 （開札） 

第 16 開札は、入札の場所において、入札終了後直ちに入札者を立ち会わせて行う。 

２ 入札者が立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない職員を立ち会わせて開札を行う。 

 （落札者の決定方法） 

第17 落札者は、次の方法により決定する。 

 （1） 予定価格を越え、かつ、最高金額の入札者を落札者とする。 

 （2） （1）において、最高金額の入札者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせ落札者を決める。この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者がある

ときは、これに代わって当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせ、落札者を決め

る。 

２ 開札の結果、最高入札金額が予定価格に達しないときは、直ちに再度入札を行う。 

３ 第 14第１号、第２号及び第５号から第10号までの一に該当するために、入札を無効とさ

れた者は、再度入札に参加することができない。 

 （入札結果等の通知） 

第18 落札者があるときは、その者の氏名又は名称及び金額を、落札者がないときはその旨を、

入札参加者に通知する。 

２ 落札者には、契約の締結について必要な事項を通知する。 

 （入札保証金の返還） 
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第 19 入札終了後、落札者を除く入札者に、入札保証金を返還する。 

２ 落札者の入札保証金は、売買契約を締結したときに返還する。ただし、落札者の申し出に

より契約保証金に充当することができる。 

 （契約の締結） 

第 20 規則第 50 条第１項に定める日までに、県の定めた売買契約書により、落札者と契約を

締結する。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合は、その期日を必要な期間延

長することができる。 

２ 落札者が前項の期間内に契約を締結しないときは、その落札は効力を失う。 

３ 前項の場合において、入札保証金は県に帰属する。 

 （契約保証金） 

第21 契約締結時までに、落札者に契約保証金を納付させなければならない。ただし、やむを

得ない理由があると認められる場合は、その期日を必要な期間延長することができる。 

２ 契約保証金は、落札者の申し出により、売買代金に充当することができる。 

 （売買代金の納付） 

第 22 売買代金（第 20 第２項により契約保証金を売買代金に充当する場合は県が指定する金

額）を、指定する期日までに、落札者に納付させなければならない。 

２ 落札者が前項の金額を納付しないときは、契約を解除することができる。この場合、契約

保証金は県に帰属する。 

 （所有権移転等） 

第23 売買代金の納付を確認した後、落札者の請求により、売払対象財産の所有権移転登記手

続きを行う。 

 

 

○入札不調財産の随意契約による売払い実施要領 

 

 （趣旨） 

第１ 公有財産の一般競争入札において、入札者がない財産若しくは再度の入札に付しても落札

者がない財産、又は落札者が契約を締結しない財産（以下「入札不調財産」という。）を、随

意契約により売払う場合の手続きについては、地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自

治法施行令（昭和22年政令第16号、以下「令」という。）及び静岡県財務規則（昭和39年

静岡県規則第13号）に定めるほか、この要領の定めるところによる。 

 （買受け申込み資格） 

第２ 入札不調財産の売払いについて、買受けの申込み資格を有しない者は、令第167条の４に

定める者のほか、次に掲げる者とする。 

（1） 公有財産に関する事務に従事する県の職員 

（2） 売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122

号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その

他これらに類する業及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第77号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所の用に供しようとする者 

 （買受け希望者の募集） 

第３ 入札不調財産の買受け希望者を募集するため、県・市町村広報紙、新聞広告等を活用す

ることができる。 

 （買受け申込み） 

第４ 入札不調財産の買受け希望者には、県が定める見積書を提出させなければならない。 

 （買受け申込みの期間） 

第５ 入札不調財産の買受け申込みができる期間は、入札不調となった日から１年を経過する
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日までとする。ただし、この期間内であっても、その日以後は随意契約に付さないこととす

る日を県が定めた場合は、その日の前日までとする。 

 （買受け予定者の決定方法） 

第６ 入札不調財産の買受け希望者のうち、入札不調財産の予定価格（落札者が契約を締結し

ない財産については落札価格）以上の見積金額が記載された見積書を最初に提出した者を、

買受け予定者とする。 

２ 買受け予定者が契約を締結しないときは、前項の買受け希望者のうち、次順位の者を買受

け予定者とする。 

 （随意契約の決裁） 

第７ 随意契約による売払いをしようとする場合は、次に掲げる事項を記載した書類により、

決裁を受ける。 

（1） 財産台帳登載事項 

（2） 売払いの理由 

（3） 売払い予定価格 

（4） 売払い代金の納付時期及び方法 

（5） 相手方の住所及び氏名 

（6） その他必要な事項 

２ 前項の書類には、次に掲げる書類を添付する。 

（1） 見積書 

 （2） 契約書案 

 （買受け予定者決定等の通知） 

第８ 見積書を提出した買受け希望者に対しては、その可否を通知する。 

２ 買受け予定者には、売買契約の締結について必要な事項を通知する。 

 （契約の締結等） 

第９ 買受け予定者が決定の通知を受けた日から起算して14日以内（閉庁日を含む）に、県の

定めた売買契約書により、買受け予定者と契約を締結する。ただし、やむを得ない理由があ

ると認められる場合は、その期間を延長することができる。 

２ 買受け予定者が前項の期間内に契約を締結しないときは、その決定は無効とする。 

 （売買代金の納付） 

第10 買受人には、指定する期日までに、売買代金を納付させなければならない。 

 （所有権移転等） 

第11 売買代金の納付を確認した後、買受人の請求により、売買対象財産の所有権移転登記手

続きを行う。 

 

 

○一般競争入札による普通財産の貸付け実施要領 

 

（趣旨） 

第１ 一般競争入札（以下「入札」という。）による普通財産の貸付けについては、地方自治法

（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号、以下「令」という｡）

及び静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号、以下「財務規則」という｡）に定めるほ

か、この要領の定めるところによる。 

（入札による普通財産の貸付け） 

第２ 入札による普通財産の貸付けは、次の各号のいずれかに該当する場合に限り行うものと

する。 

（1） 建物の所有を目的としないため、借地借家法（平成３年法律第90号、以下「法」という。）
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の適用を受けない場合 

（2） 法第25条の規定により、同条に掲げる規定を適用しないこととされる場合 

（3） 法第40条の規定により、同条に掲げる規定を適用しないこととされる場合 

（貸付対象財産） 

第３ 入札により貸付けを行う財産（以下「貸付対象財産」という。）は、売払いまでの期間が

１年以上見込まれるものとする。ただし、一般競争入札による公有財産の売払いに付した結

果、落札されなかったものは、貸付対象財産から除くものとする。 

（貸付条件） 

第４ 入札による普通財産の貸付けは、次の条件によって行うものとする。 

（1） 貸付期間は１月単位とし、その上限は１年間とすること。 

（2） 前号の貸付期間満了後の貸付契約の更新は、同一条件（貸付期間を除く。）による場合に

おいてのみ、更新前の累計貸付期間と更新後の貸付期間の合計が２年を超えない範囲で、

可能とすること。ただし、第24第３項ただし書の規定に基づく場合には、貸付料は同一と

ならないこと。 

（3） 貸付契約には、普通財産に係る用途指定の処理要領（昭和31年８月14日静岡県制定）

に基づき、貸付物件の供すべき用途を指定し、貸付けの相手方（以下「賃借人」という。）

にこれを遵守させなければならないこと。この場合において、貸駐車場、貸倉庫その他こ

れらに類する用途を指定してはならないこと。 

（4） 貸付物件が土地である場合に、賃借人が当該物件に設置することができるものは、前号

の用途に必要な限度における工作物又は臨時的な仮設建物とし、その設置及び増改築に当

たっては、事前に県に書面によって申請し、県の承認を得なければならないこと。 

（5） 貸付物件の転貸又は賃借権の譲渡及び前号に定める工作物又は臨時的な仮設建物の登記

は、禁止するものとすること。 

（6） 貸付期間の満了により貸付契約が終了する場合は貸付期間満了前までに、貸付契約の解

除により貸付契約が終了する場合は県の指定する期日までに、賃借人の責任と負担におい

て、貸付物件を原状に回復して、県に返還させること。ただし、更新をする場合又は貸付

契約条件で別の定めをした場合においては、この限りでないこと。 

（7） 賃借人が、貸付契約終了までに貸付物件を原状に回復して返還しない場合は、貸付契約

終了の日の翌日から返還完了までの期間について、貸付料年額の２倍相当額の違約金を支

払わせること。ただし、当該違約金は、当該期間が１年に満たない場合又はその期間に１

年未満の端数がある場合は、月割計算によるものとすること。なお、当該違約金は、賃借

人が貸付契約に定める義務を履行しないことによる損害賠償額の予定又はその一部と解釈

しないものとすること。 

（貸付対象財産の分割等） 

第５ 利用の実情等に照らし、適当と認められる場合は、貸付対象財産を分割又は統合して入

札に付すことができる。 

（貸付対象財産の確認） 

第６ 貸付対象財産については、事前に現況等を調査し、物件調書等を作成するものとする。 

（入札執行） 

第７ 入札による契約を締結しようとする場合には、財務規則及び静岡県財産規則（昭和 39

年静岡県規則第14号）の規定に基づき、次に掲げる事項を記載した入札執行伺により決裁を

受けなければならない。この場合において、管財室長を経て財務局長の合議を要するものと

する。 

（1） 財産台帳登載事項 

（2） 貸付けの理由 

（3） 入札執行の方法 

（4） 入札保証金及び契約保証金 
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（5） 貸付期間 

（6） 貸付料の納付時期及び方法 

（7） 収入の所属年度及び科目 

（8） その他必要な事項 

２ 前項の入札執行伺には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（1） 貸付け予定価格及びその算出基礎を記載した書類 

（2） 入札執行公告案 

（3） 契約書案 

（4） 関係図面等 

（入札の公告等） 

第８ 入札の公告は、財務規則第35条に定める事項について、県公報その他の方法により行う

ものとする。 

２ 入札実施を広報するため、県・市町広報紙、掲示等を活用することができる。 

（入札心得書） 

第９ 入札心得書には次に掲げる事項を記載し、入札参加希望者に配布しなければならない。 

（1） 入札参加資格 

（2） 入札保証金 

（3） 入札の無効 

（4） 落札者の契約締結期限 

（5） 契約保証金 

（6） 貸付期間 

（7） 物件調書等 

（8） 入札書式 

（9） 契約書式 

（10） その他必要な事項 

（入札参加資格） 

第10 入札参加資格を有しない者は、令第167条の４に定める者のほか、次に掲げる者とする。 

（1） 公有財産に関する事務に従事する県の職員 

（2） 貸付物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122

号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他

これらに類する業及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所の用に供しようとする者 

（3） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第８条

第２項第１号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員 

（4） 前号に掲げる者から委託を受けた者 

（5） 入札参加申込書を指定した期日までに提出しなかった者 

（入札参加申込） 

第11 入札参加希望者には、指定する期日までに、必要書類を添付した入札参加申込書を、持

参又は郵送により提出させなければならない。 

（現地説明会） 

第12 貸付対象財産の内容を入札参加希望者に周知させるため、現地説明会を行うことができ

る。 

２ 現地説明会では、物件調書等により、貸付対象財産の内容を説明するものとする。 

（予定価格） 

第13 入札執行者は、入札に付する貸付対象財産の貸付料を、県有普通財産の貸付料等算出基

準（昭和31年８月14日静岡県制定）に基づき算出した金額によって予定し、当該価格を記

載した書面を封書にして、開札の際、これを開札場所に置かなければならない。 
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（参考価格） 

第14 入札執行者は、貸付対象財産の所在地周辺の貸付事例価格等を参考にして算出した価格

を、参考価格として公表することができる。 

（入札保証金） 

第 15 入札保証金の納付に当たり、次に掲げる事項を入札参加者に周知しなければならない。 

（1） 指定した期日までに、入札保証金を納付すること。 

（2） 入札保証金には、納付した日から還付を受ける日までの期間に対する利息は付さないこ

と。 

（入札書の提出） 

第16 入札書の提出に当たり、次に掲げる事項を入札参加者に周知しなければならない。 

（1） 入札書は、所定の入札書により、本人又はその代理人が出頭して封書にて提出すること。 

（2） 入札書には、入札者の住所、氏名（法人にあっては所在地、名称及び代表者氏名）を記

入の上、押印すること。 

（3） 代理人が入札する場合には、入札前に委任状を提出すること。 

（4） 提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができないこと。 

（入札の無効事由） 

第17 次の各号のいずれかに該当する者の入札は、無効とする。 

（1） 入札に参加する資格のない者 

（2） 入札保証金が所定の額に不足する者 

（3） 金額を訂正して入札した者 

（4） 金額その他の事項につき確認できない記載をした者 

（5） 談合その他不正行為により入札を行ったと認められる者 

（6） ２以上の入札をした者 

（7） 自己のほか、他人の代理人を兼ねて入札した者 

（8） ２人以上の代理人となって入札した者 

（9） 入札保証金及び入札書を指定した日時及び場所に提出しなかった者 

（10） 委任状がなく入札申込者の代理人として入札した者 

（11） 入札心得に示した条件に違反して入札した者 

（12） 前各号に定める者のほか、指示した条件に違反して入札した者 

（開札） 

第 18 開札は、入札の場所において、入札終了後直ちに入札者を立ち会わせて行うものとする。 

２ 入札者が立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない職員を立ち会わせて開札を行う

ものとする。 

（落札者の決定方法） 

第19 落札者は、次の方法により決定するものとする。 

（1） 予定価格以上、かつ、最高金額の入札者を落札者とする。 

（2） 前号において、最高金額の入札者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引

かせ落札者を決める。この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるとき

は、これに代わって当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせ、落札者を決める。 

２ 開札の結果、最高入札金額が予定価格に達しないときは、直ちに再度入札を行うものとす

る。 

３ 第 17第１号、第２号及び第５号から第10号までのいずれかに該当するために、入札を無

効とされた者は、再度入札に参加することができない。 

（入札結果等の通知） 

第20 落札者があるときは、その者の氏名又は名称及び金額を、落札者がないときはその旨を、

入札参加者に通知しなければならない。 

２ 落札者には、契約の締結について必要な事項を通知しなければならない。 
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（入札保証金の返還） 

第21 入札終了後、落札者を除く入札者に、入札保証金を返還する。 

２ 落札者の入札保証金は、貸付契約を締結したときに返還する。ただし、落札者の申し出に

より契約保証金に充当することができる。 

（契約の締結） 

第 22 財務規則第 50 条第１項に定める日までに、様式第１号による賃貸借契約書により、落

札者と契約を締結しなければならない。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合

は、その期日を必要な期間延長することができる。 

２ 落札者が前項の期間内に契約を締結しないときは、その落札は効力を失う。 

３ 前項の場合において、入札保証金は県に帰属するものとする。 

４ 契約締結の決裁を受けるに当たっては、管財室長を経て財務局長の合議を要するものとす

る。 

（契約保証金） 

第23 契約締結時までに、落札者に契約保証金を納付させなければならない。ただし、やむを

得ない理由があると認められる場合は、その期日を必要な期間延長することができる。 

２ 契約保証金の納付に当たり、次に掲げる事項を落札者に周知しなければならない。 

（1） 契約保証金には、納付した日から還付を受ける日までの期間に対する利息は付さないこ

と。 

（2） 県は、貸付契約に基づき賃借人が負担すべき一切の債務の弁済に、契約保証金を充当す

ることができること。 

（3） 賃借人の負担すべき債務への契約保証金の充当は、賃借人からは主張できないこと。 

（4） 県は、貸付期間の満了又は貸付契約の解除により貸付契約が終了した場合において、貸

付物件の明渡しを受けたときは、速やかに、契約保証金から賃借人の債務に充当した分を

差し引いた残金を返還すること。 

（5） 賃借人は、県の承認を得ないで、契約保証金の返還請求権を第三者に譲渡し、又は質権

その他の担保に供することはできないこと。 

（貸付料の納付） 

第 24 落札金額による貸付料を、指定する期日までに、落札者に納付させなければならない。 

２ 落札者が前項の金額を納付しないときは、契約を解除することができる。この場合、契約

保証金は県に帰属するものとする。 

３ 貸付期間の更新を行った場合において、更新後の貸付期間に係る貸付料は、第１項の金額

とする。ただし、更新前と更新後の貸付期間が異なる場合は、第１項の金額を月割により計

算した額（１円未満の端数があるときはこれを切り捨てた額）をもって、更新後の貸付期間

に係る貸付料とする。 

（入札不調財産） 

第 25 入札者がない貸付対象財産若しくは再度の入札に付しても落札者がない貸付対象財産、

又は落札者が契約を締結しない財産を、随意契約により貸付ける場合の手続きについては、

入札不調財産の随意契約による売払い実施要領（平成11年７月21日静岡県制定）の規定の

例による。 

※（以下様式略） 

 

 

○公募方式の随意契約による普通財産の貸付け実施要領 

 

（趣旨） 

第１ 公募方式の随意契約による普通財産の貸付けについては、地方自治法（昭和22年法律第
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67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号、以下「令」という｡）及び静岡県財務規

則（昭和39年静岡県規則第13号、以下「財務規則」という｡）に定めるほか、この要領の定

めるところによる。 

（公募方式の随意契約による普通財産の貸付け） 

第２ 公募方式の随意契約による普通財産の貸付けは、次の各号のいずれかに該当する場合に

限り行うものとする。 

（1） 建物の所有を目的としないため、借地借家法（平成３年法律第90号、以下「法」という。）

の適用を受けない場合 

（2） 法第25条の規定により、同条に掲げる規定を適用しないこととされる場合 

（3） 法第40条の規定により、同条に掲げる規定を適用しないこととされる場合 

（貸付対象財産） 

第３ 公募方式の随意契約により貸付けを行う財産（以下「貸付対象財産」という。）は、予定

貸付料の年額が10万円を超えないものであって、売払いまでの期間が１年以上見込まれるも

のとする。ただし、一般競争入札による公有財産の売払いに付した結果、落札されなかった

ものは、貸付対象財産から除くものとする。 

（貸付条件） 

第４ 公募方式の随意契約による普通財産の貸付けは、次の条件によって行うものとする。 

（1） 貸付期間は１月単位とし、その上限は１年間とすること。 

（2） 貸付契約には、普通財産に係る用途指定の処理要領（昭和31年８月14日静岡県制定）

に基づき、貸付物件の供すべき用途を指定し、貸付けの相手方（以下「賃借人」という。）

にこれを遵守させなければならないこと。この場合において、貸駐車場、貸倉庫その他こ

れらに類する用途を指定してはならないこと。 

（3） 貸付物件が土地である場合に、賃借人が当該物件に設置することができるものは、前号

の用途に必要な限度における工作物又は臨時的な仮設建物とし、その設置及び増改築に当

たっては、事前に県に書面によって申請し、県の承認を得なければならないこと。 

（4） 貸付物件の転貸又は賃借権の譲渡及び前号に定める工作物又は臨時的な仮設建物の登記

は、禁止するものとすること。 

（5） 貸付期間の満了により貸付契約が終了する場合は貸付期間満了前までに、貸付契約の解

除により貸付契約が終了する場合は県の指定する期日までに、賃借人の責任と負担におい

て、貸付物件を原状に回復して、県に返還させること。ただし、更新をする場合又は貸付

契約条件で別の定めをした場合においては、この限りでないこと。 

（6） 賃借人が、貸付契約終了までに貸付物件を原状に回復して返還しない場合は、貸付契約

終了の日の翌日から返還完了までの期間について、貸付料年額の２倍相当額の違約金を支

払わせること。ただし、当該違約金は、当該期間が１年に満たない場合又はその期間に１

年未満の端数がある場合は、月割計算によるものとすること。なお、当該違約金は、賃借

人が貸付契約に定める義務を履行しないことによる損害賠償額の予定又はその一部と解釈

しないものとすること。 

（貸付対象財産の分割等） 

第５ 利用の実情等に照らし、適当と認められる場合は、貸付対象財産を分割又は統合して公

募することができる。 

（貸付対象財産の確認） 

第６ 貸付対象財産については、事前に現況等を調査し、物件調書等を作成するものとする。 

（借受け希望者の募集） 

第７ 借受け希望者の募集を広報するため、県公報に登載するとともに、県・市町広報紙、掲

示等を活用することができる。 

（借受け申込資格） 

第８ 借受け申込資格を有しない者は、令第167条の４に定める者のほか、次に掲げる者とす
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る。 

（1） 公有財産に関する事務に従事する県の職員 

（2） 貸付物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122

号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他

これらに類する業及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所の用に供しようとする者 

（3） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第８条

第２項第１号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員 

（4） 前号に掲げる者から委託を受けた者 

（借受け申込） 

第９ 借受け希望者には、借受けを希望する期間の初日の属する月の前月の20日までに、様式

第１号による普通財産一時貸付申込書を、持参又は郵送により提出させなければならない。 

（借受け予定者の決定方法） 

第10 借受け申込を先着順に受け付けるものとし、速やかに申込内容を審査のうえ、貸付けの

可否を決定するものとする。ただし、複数の借受け申込を同時に受け付けた場合は、速やか

に申込内容を審査のうえ、抽選により借受け予定者を決定するものとする。 

（募集及び決定の決裁） 

第 11 第７に定める借受け希望者の募集をしようとする場合及び第 10 に定める貸付けの可否

を決定しようとする場合は、財務規則及び静岡県財産規則（昭和39年静岡県規則第14号）

の規定に基づき、次に掲げる事項を記載した書類により決裁を受けなければならない。ただ

し、第７に定める借受け希望者の募集をしようとする場合は、第５号及び第２項第１号を省

略することができる。 

（1） 財産台帳登載事項 

（2） 貸付けの理由 

（3） 貸付期間 

（4） 貸付料の金額、納付時期及び方法 

（5） 借受け予定者の住所及び氏名 

（6） その他必要な事項 

２ 前項の書類には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（1） 貸付申込書 

（2） 貸付料の算出基礎を記載した書類 

（3） 契約書案 

（4） 関係図面等 

３ 第１項に定める決裁を受けるに当たっては、管財室長を経て財務局長の合議を要するもの

とする。 

（結果等の通知） 

第 12 貸付申込書を提出した借受け希望者に対しては、その可否を通知しなければならない。 

２ 借受け予定者には、契約の締結について必要な事項を通知しなければならない。 

（契約の締結） 

第13 様式第２号による賃貸借契約書により、借受け予定者と契約を締結しなければならない。 

（貸付料の納付） 

第14 県有普通財産の貸付料等算出基準（昭和31年８月14日静岡県制定）に基づき算出した

金額による貸付料を、指定する期日までに、賃借人に納付させなければならない。 

※（以下様式略） 

 




